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序論 

インターネットがますます経済のあらゆ

るセクターを支える基盤となっているこ

とは明らかである。新興インターネット

経済が先進デジタル経済へと移行してい

く過程には、直線的な要素と非直線的な

要素の 2 つがある。直線的な発展とは、

国内におけるブロードバンドネットワー

クの普及である。これには固定とモバイ

ルがあるが、発展途上国ではほとんどの

国民が携帯電話を利用してインターネッ

ト、ウェブ、アプリケーション、コンテ

ンツにアクセスするため、モバイルが中

心となる。初期段階にあるデジタル経済

は、ネットワークに接続できる人々が増

えれば増えるほど、基盤が強固になる。

非直線的な要素は、ネットワークの相互

接続やオペレーティングシステム、プ

ラットフォーム、アプリケーション、そ

してそれらを利用したコンテンツの相互

運用性といった横断的な問題からなる。

例えば、モバイル決済や電子決済ネット

ワーク、販売時電子資金移動（EFTPOS）

端末等のデバイス、新規ユーザーやさま

ざまな金融サービス向けのオープンオン

ライン市場がこれにあたる。それらは銀

行および金融サービスセクターを取り込

むことによってデジタル経済に弾みをつ

け、低所得層を対象とした金融包摂の促

進に向けた道を開く。しかし、社会的便

益を最大限に高めるには、それらのネッ

トワークの相互接続と相互運用を実現し、

誰もがあらゆるサービスにどんなデバイ

スからでも接続できるようにする必要が

ある。  

デジタル経済への移行には、インター

ネット経済への新規参入者を支えるエコ

システムの発展とインターネット経済か

ら伝統的な経済（農業および鉱業、製品

およびサービスの製造、流通および消費

等）への逆方向のつながりを強化するこ

とが求められる。政府はそれらの過程で

二重の役を果たす。一方では、例えば事

業登録および規制手続きをオンライン化

することによってスタートアップが設立

や許認可の取得に求められる手続きを簡

略化したり、承認手続きを迅速化および

効率化したりするために、障害や障壁を

取り除く。他方では、企業家精神を奨励

および促進し、国内外から投資を呼び込

み、再教育の取り組みを支援する。また、

産業界と連携し、ネットワークの相互接

続と相互運用性を促進することも政府の

重要な役割である。これは特に、e 政府と

コミュニティーのネットワークならびに

サービスの提供にそれらの原則を取り入

れることによって行う。 

本白書ではアジアの 5 つの市場に注目す

る。先進国が 2 カ国（日本、韓国）と新

興国が 3 カ国（インド、インドネシ、ベ

トナム）で、いずれもデジタル経済への

移行の最中にある。事例研究を通して、

移行を実現あるいは制限している環境お

よび政策上の問題を明らかにする。5 カ国

それぞれについて、伝統的な産業セク

ターの移行を促進するため、あるいは、

再活性化・高度化を実現し、それととも

に雇用と成長をもたらすためにインター

ネットが活用されている事例を取り上げ

る。 

新興 3 カ国は、インターネット経済がま

だ発展途上にある。本報告書では、イン

ターネット経済を ISP等のインターネット

企業、オンラインコンテンツプロバイ

ダー、アプリケーション開発企業による
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GDP への直接的な寄与と定義する。イン

ターネット経済は現在、先進国では GDP

の約 3～4％を占め、その割合は上昇して

いるとみられるが1、新興国では形成段階

であり、あまり普及しているとは言えな

い。一方、デジタル経済は、社会に根付

いたインフラストラクチャーの一環とし

て、IP 対応のネットワークおよびプラッ

トフォームに依存するかそれらを使用し

ているすべての経済セクターと定義され

る。完全にデジタル化された経済（日本

および韓国等）においては、経済および

社会のあらゆる主要セクターがこれに含

まれる。インド、インドネシア、ベトナ

ムでは、ブロードバンドインターネット

接続および決済ネットワーク、エンター

プライズネットワーク、e 政府ネットワー

ク等の IP 対応ネットワークの拡大によっ

て、この移行が可能となる。  

                                                           
1 McKinsey Global Institute(2011), Internet Matters: the 

Net’s Sweeping Impact on Growth, Jobs and Prosperity, 

http://www.mckinsey.com/features/sizing_the_internet_e

conomy 

http://www.mckinsey.com/features/sizing_the_internet_economy
http://www.mckinsey.com/features/sizing_the_internet_economy
http://www.mckinsey.com/features/sizing_the_internet_economy
http://www.mckinsey.com/features/sizing_the_internet_economy
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報告書の構成 

TRPCは 5カ国のパートナーと連携して作

業を行った。いずれのパートナーも地元

経済および ICT セクターでは揺るぎない

権威である。国ごとに 2 社を選定して聞

き取り調査を行い（表 1）、各国の章にま

とめた。各章では、政府の政策や規制、

台頭する中産階級や年齢構成の重要度と

いった人口統計、現在の問題点等、各国

の状況を踏まえながら、事例で浮かび上

が っ て き た 問 題 を 検 証 す る 。

 

表 1：国および事例 

国 パートナー 企業 業界 説明 

インド 

NASSCOM 

（全国ソフトウェア 

サービス企業協会） 

Zomato 食品サービス 
世界規模のオンライン 

レストランガイドおよび予約 

Kanaja 
e政府／コミュニ

ティーサービス 

地方自治体主催の 

コミュニティーポータル 

インド 

ネシア 

idEA 

（インドネシア電子 

商取引協会） 

Doku 決済 
地域化された電子決済 

プラットフォーム 

Blanja 
eコマース／ 

小売 

海外企業との合弁による 

eコマースウェブサイト 

日本 

GLOCOM 

（国際大学グローバル・

コミュニケーション・ 

センター） 

JMOOC 

／Gacco 
教育 

3つの JMOOCプラットフォーム

の一つである Gacco 

イオンアグリ

創造 
農業 

クラウドで ICTツールを活用し、

作物を管理 

韓国 峨山ナヌム財団 

Baedal 
Minjok 

食品サービス 
家族経営店を対象とした 

オンライン食品注文会社 

Newsy フィンテック 
オンライン株式分析 

アプリケーション 

ベトナム 
VCCI 

（ベトナム商工会議所） 

NganLuong 決済 
間もなく地域化される 

電子決済プラットフォーム 

GiapSchool 教育 

ビジネスモデルを探るための 

社会的取り組みとして 

運営されている MOOC 
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新興経済では、eコマースおよび徐々に m

コマースが拡大し、新たに出現した「コ

ネクテッド」デジタルテクノロジーの最

も強力な受け皿となっている。e コマース

のウェブサイトは、ベンダーやレストラ

ン等のオフライン事業者にオンラインへ

の進出と注文および決済システムをはじ

めとするデジタルテクノロジーへの投資

を促しつつある。そのような逆方向のつ

ながりは、本報告書で取り上げる各国に

おいて確認できる。インドネシアとベト

ナムの事例は、いまだに代金引換（CoD）

が主流の国において電子決済プラット

フォームがいかに重要であるか、特にシ

ステムの安全性に対する信頼感を植え付

け、その利便性を証明する必要性がいか

に高いかを浮き彫りにしている。韓国の

金融テクノロジーや日本の農業等、これ

までデジタルテクノロジーの導入に時間

がかかることの多かった経済セクターを

見ると、現在起きている変化を説明でき

る。 

人的資源の制約はほとんどの経済に共通

するテーマであり、特に急速に変化し、

デジタルスキルが必要とされる世界にお

いては、継続的な教育が欠かせない。高

解像度の高速モバイル接続デバイスの優

位性が高まる中、ますます大きな役割を

担うようになった大規模オープンオンラ

イン講座（MOOC）の事例を日本とベト

ナムから取り上げる。それらは経済的目

的と社会的目的の両方を果たしている。

社会面に焦点を合わせたウェブサイトの

例として、インドにおける地方自治体主

催のコミュニティーサイトを検証する。

これらの事例と国別報告は、さまざまな

経済的および社会的環境の事例を抽出す

ることによって、ある場合は漸進的に、

またある場合は急速に発展途上経済がデ

ジタル経済に移行するまでの過程と、確

立されたデジタル経済におけるデジタル

化の範囲の拡大について明らかにするこ

とを意図している。 
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主なテーマ 

インフラストラクチャーとブロードバン

ドネットワークへのアクセスが重要であ

ることは疑いの余地もないが、本報告書

では、発展途上経済ではインターネット

ユーザーの絶対数よりもデジタル経済の

普及と実現の基盤であるエコシステムの

構築にインターネットがどのように活用

されているかが問題である場合が多いと

いう事実も同様に明白であることを証明

する。 

飛躍的にビジネスプロセスの生産性と効

率性を高め、コストを削減する機会を提

供するという意味で、急速な技術進化は

有効である。重要な成功要因として以下

が挙げられる。  

● 明瞭性と透明性、そしてベンダーや

サービスプロバイダーから顧客まで、

あらゆる主要利害関係者との協議に

おけるアプローチを含む、優れた政

策決定規範 

● 事業コストの削減と革新を促す環境

の創出  

● 国際投資および貿易を受け入れ、資

本、競争、連携の導入による利益を

享受できる経済  

● 権限を持ち、多くの場合装備を一新

した人的資本への注力 

 

上記のリストは決して網羅的なものでは

ないが、本報告書で検証する事例では、

これらの各テーマが一貫して追究されて

いる。最後の結論および提言のセクショ

ンでも改めてこれらを取り上げる。主な

テーマは以下の通りである。 

あらゆる種類の非インターネット企業に

インターネット利用が広まっている：エ

ンジニアリング会社であろうと、レスト

ランンや農場、あるいは幼稚園であろう

と、コンピューターを利用したデザイン

やソーシャルメディアによるマーケティ

ング、デジタル販売、デジタルレジ等、

あらゆる企業がデジタルテクノロジーを

容易に導入できる。そして、その幅は広

がり、速度は早まっている。インター

ネットの拡大は、コンポーネントの供給、

アプリケーションの開発、コンテンツの

作成に対する需要を生み出し、一方では

取引入力配送システム、他方ではエンド

ユーザー市場を対象としたマーケティン

グおよび流通チャネルというように、複

数のサプライチェーンに沿ってエコシス

テム全体を構築している。  

Zomato は、あらゆる規模と種類のレスト

ランを数千単位でオンライン化したイン

ドの情報収集サイトである。各レストラ

ンは顧客がメニューを確認して電話して

くるのに頼ってもかまわないが、イン

ターネットに接続され、オンラインでの

予約あるいはテイクアウト販売が可能に

なれば、勢力範囲が大きく広がり、売り

上げも伸びる。同じことが多数の市場で

起こっており、韓国では同様の情報収集

サイトである Baedal Minjok によって、

「家族経営店」でさえデジタル化できる

ようになりつつある。  

日本では農業が最も脆弱なセクターの一

つであり、農業人口が高齢化しているこ

と、および農家の規模が小さいことから、

国際的な水準よりも非効率である。デジ

タルテクノロジーの活用にはこのような

明らかな障害があるにもかかわらず、日

本の IT 企業はテクノロジーに通じた若い

世代の農家による利用を想定し、環境条

件の監視、栽培の改善、データ管理、自

動化サービスに向けたクラウドベースの

サービスを設計し、展開している。以下

の章ではその他に、韓国については金融

テクノロジーの革新的な利用、日本とベ
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トナムに関してはこれまでデジタルテク

ノロジーがほとんど利用されていなかっ

たセクターにおける従業員の再教育と技

能向上への MOOC の活用を例として取り

上げる。 

e コマースがデジタル経済エコシステムの

発展を牽引している場合が多い：これは

特に低所得の新興経済に当てはまる。そ

れらの国では、インターネット企業は配

送および決済システムを持続可能な事業

にするといった問題に注力しなければな

らない。NganLuong （ベトナム）および

Blanja（インドネシア）がその良い例であ

る。結果として、新規事業やそれらのセ

クターの企業との連携が開始される。e コ

マースでは企業間（B2B）および企業消費

者間（B2C）が収益を押し上げ、オフライ

ン事業者をオンラインに導いている。し

かし、B2C が利用数の増加を促すのに対

し、B2B では生産性が大幅に上昇し、企

業は取引コストを削減し、原材料やコン

ポーネントの競合サプライヤーや資本財

をより幅広く開拓できるようになる。そ

の好例である Doku（インドネシア）は、

企業セクターへの決済システムの販売を

主力事業としている e決済企業だが、それ

と同時に著しい収益成長分野として、B2C

市場向けに革新的な製品の開発を行って

いる。 

中産階級の台頭が e コマースの急成長を

促している：一般的には年間所得が 3,000

米ドル以上の世帯2と定義される中産階級

の拡大が eコマースの主な成長要因である。

人口統計によれば、これは長期的な傾向

であり、特に都市部に住む人々の間で顕

著である。都市部に住み、働く人々の割

合は増加している。インドでは 2007 年ま

でに中産階級がすでに 5,000万人を超えた

と推定されており、ある調査団体は 2025

                                                           
2 A. Moretto (2012), “The Middle Classes in Asia”, 

http://www.strategic-asia.com/indonesia/77articles.html  

年までに中産階級が 6 億人近くに達する

と予想している。そのうち 3 億人弱がイ

ンドにおける「ピラミッドの最下層」で

ある貧困層から脱する可能性が高い3。イ

ンドネシアでは、約 5,000万人が中産階級

とみなされており、その数は 2020 年まで

に人口の 50％を上回る 2億 5,000万人超に

達するとみられる4。ベトナムは東南アジ

アで中産階級が最も急速に拡大しており、

中産階級が 5,000万人まで拡大するとみら

れる 2020 年の時点で、一人当たりの平均

所得も 3,000米ドルに達すると予想されて

いる5。これらの数字によって、政策決定

者はインターネットプログラムの開発が

長い目で見れば雇用と市場という点で利

益をもたらすことを確認でき、それを支

援することに自信を持てるはずだ。 

地域市場から世界へ：オンライン化に

よってまず起こるのは、勢力範囲の拡大

である。それは劇的であることも珍しく

ない。したがって、事業そのものに本質

的に関わる部分が何も変化していない場

合であっても、e コマースは変革的な影響

を及ぼし続ける。拡大、そしてグローバ

ル化は、最も重要な成功の証である。事

例研究では、そのような例を多数取り上

げる。インドの Zomato は目覚ましい成長

を遂げ、インドネシアの Dokuはまずはパ

プアニューギニア市場に参入し、ベトナ

ムの NganLuong はマレーシアのパート

ナーとともに地域で事業を拡大している。

日本と韓国には、インターネットをベー

                                                           
3 D. Farrell, E. Beinhocker (2007), “Next Big Spenders: 

India’s Middle Class”, 

http://www.mckinsey.com/Insights/MGI/In_the_news/N

ext_big_spenders_Indian_middle_class 
4 The Economist (2011), “Indonesia's middle class: 

Missing BRIC in the Wall”, 

http://www.economist.com/node/18989153 
5 Vietnam Briefing (2014), “Vietnam’s Middle Class the 

Fastest Growing in Southeast Asia”, 

http://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-

middle-class-fastest-growing-southeast-asia.html/ 

http://www.strategic-asia.com/indonesia/77articles.html
http://www.mckinsey.com/Insights/MGI/In_the_news/Next_big_spenders_Indian_middle_class
http://www.mckinsey.com/Insights/MGI/In_the_news/Next_big_spenders_Indian_middle_class
http://www.economist.com/node/18989153
http://www.economist.com/node/18989153
http://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-middle-class-fastest-growing-southeast-asia.html/
http://www.vietnam-briefing.com/news/vietnams-middle-class-fastest-growing-southeast-asia.html/
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スとした数多くの eコマース企業が国外向

けの販売を行っている。  

成功の条件は地域事業の拡張性に基づい

ており、以下を含む複数の要因に左右さ

れる。  

● 早い段階での資本へのアクセス  

● 上手く誘導できるユーザーインター

フェース－モバイルファーストの市

場では驚くほど重要な問題  

● 高品質のサービス 

● 現地語でのアクセス 

 

インドやインドネシア、ベトナム等の発

展途上経済はまだ国内レベルで規模を拡

大する段階にあるが、スタートアップ、

新規参入者、そしてインターネットに対

応した政策や規制を策定する政策立案者

にとっては、引用した事例は優れた学習

モデルとなる。 

事業環境と規制環境は同じくらい重要で

ある：事業を促進する理想的な規制環境

とは、よく知られているように、明確性、

透明性、一貫性、デュープロセスである。

禁止規制よりも悪いものとして唯一考え

られるのは、曖昧な規制だろう。しかし、

これはインターネットスタートアップの

多くが直面する状況である。例えば、イ

ンドでは、中央政府と地方政府の両方が

新規事業支援制度や財政的支援、減税を

通したインターネットスタートアップの

奨励において徐々に驚異的な実績を上げ

つつあるが、許認可や認証を取得するに

は書類が山のように必要とされる場合が

多い。スタートアップにとってはこれは

難題であり、Zomato のように外国企業と

提携している、あるいは資本に容易にア

クセスできる企業が有利となる。そして、

規制の問題以上に事業プロセスの問題が

ある。したがって、「デジタル・イン

ディア」計画で事業コストを軽減する重

要性が特に強調されているのは望ましい。

インドネシアでは、規制の曖昧さと明確

性の欠如が障害となっており、それが今

後、e コマースへの海外直接投資の役割を

制限すると考えられる。なお、e コマース

は、現在はネガティブリストに記載され

ている6。 

インドネシアでは、事業の問題は、どち

らかと言うと法律の解釈をめぐる曖昧さ

と自由化の速度にある。政府は最近、マ

イクロファイナンスサービス、特に

キャッシュイン／キャッシュアウトエー

ジェントの利用に関する制限を撤廃する

ための措置を講じるとともに、身分証明

書として使用できる政府発行書類の範囲

を拡大した。これらは歓迎すべきである

が、例えば eコマース等のセクターへの外

国投資にかかる条件に関しては、曖昧さ

が残る。ベトナムでは、状況はインドネ

シアとやや似通っており、透明性の拡大

が主な課題である。しかし、法令に明確

な定義が定められていないために特に外

国企業をめぐっては曖昧さが生じること

も少なくないが、インターネット経済は

成長している。  

先進市場では、規制と事業の問題はかな

り異なる。例えば、韓国では、国家安全

保障の問題がデジタルテクノロジーの普

及の妨げとなることがあるが、規制が緩

和されるにつれ、デジタル経済の「民主

化」が進み、最先端テクノロジーを利用

する新規参入者が増加している。日本で

は、人口の高齢化と農業をはじめとする

伝統的なセクターの衰退が最も重要な問

題である。コネクテッドデジタルテクノ

ロジーの利用を推進し、それらの課題に

対応することが、政策上の優先課題とな

りつつある。 

インターネットからデジタル経済への移

行には人的資源が極めて重要である：公

                                                           
6 近い将来、削除される見通しである。 
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共セクターであっても民間セクターで

あっても、発展途上経済においては、技

術的スキルが十分に普及していないこと

が必ず障害となる。したがって、ユー

ザーの意識改革とデジタル知識も不可欠

となる。よくあるのは国家教育プログラ

ムである。これは地域および世界の IT 企

業の協力を得て実施されることが多い。

しかし、有能な教師や指導者の不足と

「特別技術」課程への参加費用が問題と

なることに変わりはない。これらの問題

は公教育セクターに限られたことではな

く、卒業後の訓練や知識の向上に関して

も同様である。この分野では、デジタル

化の担い手である e ラーニングや MOOC

が現実的な解決策をもたらし始めている。

MOOC は、特に専門家の訓練や技術およ

び知識の向上、製造およびサービスと

いった技術的職業における研修に関わる

もので、ベトナムの GiapSchool がその例

である。しかし、高度に発展した日本に

おいても、国内で展開されている 3 つの

MOOC （ Gacco 、 OUJMOOC 、 Open 

Learning）の事例から分かるように、人口

の高齢化と労働市場の再編によって、長

らく無視されていたスキルの問題が浮上

している。 

デジタル経済エコシステムの構築におい

ては、依然としてインフラストラク

チャーが政策の重点課題：これらの論点

はすべて、アクセスという基本的な問題

に戻る。スマートフォンが格安で入手で

きるようになっても、ネットワークへの

ユビキタスなアクセスあるいは広域な Wi-

Fi サービスエリアが確保されていなけれ

ば、オンライン決済システムをはじめと

する幅広いデジタル製品およびサービス

の利用を推進する上でインターネットの

影響力は限られる。インド、インドネシ

ア、そしてそれらに比べてネットワーク

がはるかに広域な範囲をカバーし、イン

ターネット普及率が高いベトナムにおい

ても、ネットワークインフラストラク

チャーは大きな障害となっている。面積

と人口という点でインドやインドネシア

よりも規模の小さいベトナムは、密度の

経済による優位性を持ち、それを有効に

活用してきた。一方、インドとインドネ

シアの課題はさらに深刻である。「デジ

タル・インディア」において、新政府は

2020 年までにユビキタスなアクセスを実

現するという国家公約を発表した。イン

ドネシアでは、通信およびインターネッ

ト市場の競争が認められたものの、外国

投資に上限が設けられる等の制約があり、

ネットワークのカバー範囲とインター

ネットの利用をさらに促進するために新

政府がどのような方策を取るのか現時点

では不明である。 

……そして、ワイヤレスという最も一般

的な解決策：これは複数の結果をもたら

す。全国規模のモバイルネットワークの

実現と規制当局によるブロードバンドモ

バイルサービスへの電波スペクトルの割

り当てに関して切迫感が高まり、「ネイ

ティブ」アプリケーションおよび現地語

コンテンツの開発に向けて、モバイルプ

ラットフォームおよびデバイスを取り巻

くエコシステムの成長が促され、m コ

マースおよびモバイル決済システムへの

門戸が開かれることによって、オンライ

ン取引に対する信頼感と親近感が広まる。

それを実現するためには、電波スペクト

ラム、m コマース、決済システムに関す

る政策と規制をこれらの進歩に対応させ

なければならない。その現場を見るには、

インドネシアが良い例である。 
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インドのデジタル化 

インドでは、人口動態がインターネッ

トの急成長を支えている…… 

インドには 3 億人を超えるインターネッ

トユーザーがおり7、その人口動態を見れ

ば、若い人口構成（47％が 25 歳未満）、

都市化の進展（53 都市で人口が 100 万人

を超える）、約 20％という国内インター

ネット普及率（成長の余地が十分にある）

から、デジタルビジネスおよびサービス

に大きなチャンスがあることが分かる。

ブロードバンドの利用はわずか 7％前後に

とどまっているが、携帯電話普及率は

80％近くまで急速に上昇している（加入

者数約 9億 5,000万人）。さらに、インド

の都市部では 2,700万人がスマートフォン

を使用していると推定される。これは都

市部の携帯電話ユーザーの 9％に相当し、

2014 年だけでスマートフォンの普及率が

50％以上上昇したことになる8。これらの

データはすべて、民間セクターによる商

業的なサービスか中央および地方政府に

よるサービスかを問わず、デジタル経済

の明るい未来を暗示している。  

……しかし、事業プロセスを取り巻く

環境を改革する必要がある 

世界銀行によれば、2015 年にインドはビ

ジネスのしやすさで 189 カ国中 142 位と

なっている9。この低い評価は、必要な登

録手続き件数によるところが大きい10。し

                                                           
7 IAMAI (2014), ‘India to cross 300 million Internet 

users by Dec 2104’ 

http://www.iamai.in/PRelease_detail.aspx?nid=3498&N

Month=11&NYear=2014     
8 Business Today India (2015), “India to have 651 

million Smartphones, 18.7 million Tablets by 2019: 

Cisco”, http://businesstoday.intoday.in/story/cisco-india-

to-have-651-mn-smartphones-tablets-by-

2019/1/215322.html  
9 World Bank (2015), ‘India’ 

http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/in

dia  
10 McKinsey & Company (2012), “Online and upcoming: 

The Internet’s impact on India”, pp.6, 

かし、複雑な文書業務（たいていは文字

通り紙での作業である）を乗り越えるこ

とができるのであれば、特に複数のモバ

イルおよびワイヤレスプラットフォーム

でアクセスできるアプリケーションおよ

びサービスに関しては、魅力的な市場環

境である。Zomato は、そのチャンスを最

大限に生かし、世界に進出しているス

タートアップの代表的な例である。 

  

                                                                                    
http://www.mckinsey.com/insights/high_tech_telecoms_i

nternet/indias_internet_opportunity  

http://www.iamai.in/PRelease_detail.aspx?nid=3498&NMonth=11&NYear=2014
http://www.iamai.in/PRelease_detail.aspx?nid=3498&NMonth=11&NYear=2014
http://businesstoday.intoday.in/story/cisco-india-to-have-651-mn-smartphones-tablets-by-2019/1/215322.html
http://businesstoday.intoday.in/story/cisco-india-to-have-651-mn-smartphones-tablets-by-2019/1/215322.html
http://businesstoday.intoday.in/story/cisco-india-to-have-651-mn-smartphones-tablets-by-2019/1/215322.html
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/india
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/india
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/india
http://www.doingbusiness.org/data/exploreeconomies/india
http://www.mckinsey.com/insights/high_tech_telecoms_internet/indias_internet_opportunity
http://www.mckinsey.com/insights/high_tech_telecoms_internet/indias_internet_opportunity
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事例：Zomato 

「当社の強みはレストランの網羅的な最新情報であり、ユーザーに必要とされ、信頼される存在

であるべく、各市場に置かれたチームがこの中核事業に専念している。これには、レストランを

再訪し、データが最新かつ正確であることを確認するといったことが含まれる。その意味で、そ

れは困難を伴い、また規模を拡大し、職務にふさわしい人材を見つけることも容易ではない」 

－Pankaj Chaddah、Zomato共同創設者11
 

インターネットスタートアップの Zomatoは、世界的に成功した企業の一例である。2008年に

CEOの Deepinder Goyalがインド工科大学（IIT）の同窓生らとともに地域のレストランを紹介

するオンラインガイド（Foodiebay）として創設した Zomato は、国内外で急成長を遂げてい

る。2014年末までに同社は、連続して 6度にわたり合計 1億米ドル超の資金を調達し12、19カ

国 330,000 店を網羅するまでに成長した。規模を拡大し、成長を生かすには、投資を呼び込む

ことが不可欠だったが、それ以上ではないにしても同じように重要だったのが、Zomato のプ

ラットフォーム自体の構築および実行戦略である。この戦略では、デジタルエコシステムを構

築し、Zomato が使用しているのと同じデジタルツールの機能をパートナーが利用できるよう

にすることに重点が置かれている。  

実際には誰でもレストランガイドをスタートできる。では、成功の要因は何なのか。Goyal に

よれば、「媒体を越えたシンプルで分かりやすいインターフェースを構築することによって、

ユーザーが 3つの簡単なステップで欲しい情報を手に入れられるようになる。また、ユーザー

はオンラインあるいはスマートフォンであっても、プリントガイドであっても、あらゆるとこ

ろから Zomatoにアクセスできるため、Zomatoはプラットフォームに依存しなくなる。最近追

加されたソーシャル機能も当社の強みだ。この機能を使用すれば、ユーザーは Zomato に登録

している他の食通の人々と関わり、ユーザーのおすすめに従って周囲のレストランを探すこと

ができる」13（強調は追加）。言い換えれば、 

1. シンプルかつシームレス－3クリック－注文プロセス 

2. 社会的交流（単なるソーシャルツールにとどまらない）  

3. プラットフォームを提供し（デジタル化）、その他に「テクノロジー化」に必要な手

段を持たない数千店の小規模レストランへのアクセスを実現 

 

                                                           
11 Tech News Today (2014), “Restaurant Discovery Service Zomato Eats Its Way Into Central And Eastern Europe With 

Two Acquisitions”, http://technewstodaynew.blogspot.sg/2014/08/restaurant-discovery-service-zomato.html  
12 シリコンバレーに拠点を置く Sequoia Capitalおよび Vy Capitalを含む。Zomatoに最初に出資したのは Info Edge

（インド）で、その額は 100万米ドルだった。同社は現在も Zomatoの主要投資家である。  
13 IFFL (2012), “Deepinder Goyal, Founder & CEO, Zomato”, http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-

speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html  

http://technewstodaynew.blogspot.sg/2014/08/restaurant-discovery-service-zomato.html
http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html
http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html
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これらすべてを支えるのは、自分たちがテクノロジー企業ではなくサービス企業であり、した

がって顧客ロイヤルティー（顧客とレストランの両方）およびポジティブフィードバックルー

プが最も重要であるという意識である。「私たちは、信頼できるコンテンツプラットフォーム

を通して、インド 12都市の最大 99％のレストランについて可能な限りあらゆる情報を提供し

ている。それと合わせて、共に働く分別ある人々を見つけることができたということが、投資

家に当社に出資する自信を与えた」。そのために Zomato は、従業員を募集するにあたって、

「順番に倫理、敬意、姿勢、スキル」14という 4つの重要な資質を求めた。  

ポータルの背後には、継続的な技術支援と革新がある。それは主要なあらゆるモバイルプラッ

トフォームで利用でき、レストランへのチェックインやレビューに友人をタグ付けする機能、

レストランと直接つながるアプリケーション、チャットおよび注文機能等、新たな機能が定期

的に導入されている。次なる革新はモバイル決済であり、タグ付けと合わせて利用することに

よって、友人同士で割り勘できるようになる。しかし、インドでは規制が引き続き障害となる

可能性がある。インド準備銀行は、取引ごとにワンタイムパスワードを入力することをユー

ザーに義務付けることによって、サービスに摩擦層を作り出している。解決策として考えられ

るのは、Zomato アプリケーションをモバイルウォレットに変え、顧客が残高を補充し、購入

時にその金額がシームレスに差し引かれるようにすることである。  

Zomatoは 2012年にドバイに初の海外進出を果たした後、2014年からはニュージーランドで積

極的な買収を行い、続いてヨーロッパに目を向けると、2015 年には米国シアトルの

Urbanspoonを買収し、北米市場に参入した。その時点で Zomatoは、19カ国 330,000店を網羅

していた。インドで誕生した消費者向けインターネット企業はこうして、インド系移民に頼る

ことなく、狭い地域に特化した情報を作成および提供し、デジタルエコシステムを自立させる

体制を整えることによって、海外進出を成功させたのである。インドでは、ブロードバンドお

よびモバイルアクセスが軌道に乗ろうとしているところであるため、多くの新企業が急速に台

頭し、国内のみならず世界の消費者に対応していく可能性は依然として大きい。 

要点 

• ポータルとその背後にある事業の重要性は、ポータルの対象範囲ではなく、デザイン

や人々を含む品質による。例えば、デザインによって、問い合わせから予約までわず

か 3ステップですべてのレストラン情報をカバーすることが可能である。 

• このモデルは「狭い地域に特化した広告とユーザーの好み」に基づき、国内、地域、

世界に拡張できる。 

• 継続的な技術支援および革新によって、プラットフォームに依存しなくなるととも

に、実験的なモバイル決済等、機能を定期的に更新している。 

                                                           
14 IFFL (2012), “Deepinder Goyal, Founder & CEO, Zomato”, http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-

speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html  

http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html
http://www.indiainfoline.com/article/research-leader-speak/deepinder-goyal-founder-ceo-zomato-113111404451_1.html


 
| アジアにおけるインターネット経済の現状と展望 

 

13 

 

インターネットエコシステムの構築 

インドでは、インターネット経済が GDP

の 3％超を占めるが15、インターネットエ

コシステムは、依然としてソフトウェア

サービス開発の中心地であるバンガロー

ルに過度に集中している。インドは先進

国が発展途上国から輸入する IT サービス

全体の 3分の 2以上を占めており、バンガ

ロールはその 3分の 1強を担う16。インド

は国内でのエコシスムの拡大に取り組ん

でおり、これがモディ政権の勧める「デ

ジタル・インディア」計画の主要目的に

もなっている。  

「デジタル・インディア」 

「自立したデジタル社会および知識経

済に移行させる計画」17 

「デジタル・インディア」は、2014 年 9

月に電子情報技術局（DeitY）によって開

始された18。この計画では、118,000 千万

インドルピー（190 億米ドル）の国家予算

を現在進行中のスキーム、13,000 千万イ

ンドルピー（20 億米ドル）を新たなス

キームおよび活動に割り当て、2020 年ま

でにインドのデジタル経済および社会の

枠組みとインフラストラクチャーを構築

することを目指す。計画が成功するか否

                                                           
15 Live Mint (2015) ‘India’s Internet economy to reach 

Rs10 trillion by 2018: Report’ 

http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbp

sS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-

by-2018-repo.html   
16 McKinsey Global Institute (2011), “Internet matters: 

The Net’s Sweeping Impact on Growth, Jobs, and 

Prosperity”, 

http://www.nwoinnovation.ca/upload/documents/mgi-

internet-matters-report.pdf  
17 DeitY (2014), “Digital India”, 

http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20I

ndia.pdf  
18 DeitY (2014), “About DeitY”, 

http://deity.gov.in/content/about-dit and DeitY (2014), 

“Digital India”, 

http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20I

ndia.pdf  

かは、以下を含む多くの要因に左右され

る。  

1. 多くの省庁を巻き込んだ政府の統合的

なアプローチを機能させることができ

るか  

2. データ保護法、最新の知的財産権、デ

ジタル署名、クラウドコンピューティ

ング基準等、支えとなる枠組みを整備

できるか 

3. 市場に対する現行の制約を撤廃し、競

争的な革新を受け入れ、地域のイン

ターネットおよびデジタルエコシステ

ムを全国的に推進できるようになるか 

目的  

● e 政府：e サービスを提供するための e

インフラストラクチャーを整備する 

● e 産業：電子ハードウェアの製造およ

び IT-ITeS産業を推進する 

● e 革新／研究開発：研究開発の枠組みを

導入し、新たな ICT&E 分野における革

新／研究開発インフラストラクチャー

および研究開発における転換のメカニ

ズムを構築することを可能にする 

● e ラーニング：e スキルおよび知識ネッ

トワークの開発を支援する 

● e セキュリティー：インドのサイバー

空間を保護する 

● e インクルージョン：より包括的な成

長に向けた ICTの活用を促進する 

● インターネットガバナンス：インター

ネットガバナンスの世界的なプラット

フォームにおけるインドの役割を強化

する 

 

多角化に向けた中央および地方政府の方

策には、スタートアップの支援を通して

エコシステムを拡大する取り組みも含ま

れる。これについては、一定期間の減税、

テクノロジーへの投資に対する税制上の

優遇措置、土地に対する補助金等の財政

http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbpsS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-by-2018-repo.html
http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbpsS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-by-2018-repo.html
http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbpsS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-by-2018-repo.html
http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbpsS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-by-2018-repo.html
http://www.livemint.com/Industry/dp0tOG8d9yqokeAbpsS28K/Indian-Internet-economy-to-reach-Rs10-trillion-by-2018-repo.html
http://www.nwoinnovation.ca/upload/documents/mgi-internet-matters-report.pdf
http://www.nwoinnovation.ca/upload/documents/mgi-internet-matters-report.pdf
http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20India.pdf
http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20India.pdf
http://deity.gov.in/content/about-dit
http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20India.pdf
http://deity.gov.in/sites/upload_files/dit/files/Digital%20India.pdf
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的支援と、技術大学、ビジネスおよびテ

クノロジーパーク、インキュベーターお

よびアクセラレーターに対する資金援助

の両方を行っている。 

 

 

インキュベーターの台頭 

国家レベルでのインキュベーターの推進

は、10 年以上前に国立科学技術起業開発

委員会（National Science and Technology 

Entrepreneurship Development Board ）

（NSTEDB）がビジネスインキュベーター

協 会 （ Business Incubator Association ）

（ISBA）と連携して科学技術起業家パー

ク（STEP）およびテクノロジー・ビジネ

ス・インキュベーター（ Technology 

Business Incubator）（TBI）の支援を開始

したのに遡る。現在では 100 以上のイン

キュベーターが存在する19。その他の政府

機関も現在、インド・ソフトウェア・テ

クノロジー・パーク（STPI）等、新興分

野でインキュベーターの育成を進めてい

る20。また、完全に民間あるいは官民共同

のインキュベーターおよびアクセラレー

ターも存在し、IIT もさまざまな都市でそ

れらを設立している。これは単に財政的

支援や事業に関する助言といった問題で

はなく、エコシステムと伝統的な事業へ

の支線を構築することに重点を置くこと

が重要である。したがって、エコシステ

ムは極めて重大な役割を持つ。 

「インドにおけるスタートアップの成

功は、政府の支援を受けた学術機関の

インキュベーターと同様に、増加して

いるエンジェル投資家、インドに集中

的に投資しているファンドとの間で設

                                                           
19 Trak.in (2014), “Top 10 Startup Incubation Centres in 

India”, http://trak.in/tags/business/2012/03/27/top-5-

famous-startup-incubation-centers-india/  
20 NSTEDB (2009), “First Status Report on Technology 

Business Incubation in India”, 

http://www.nstedb.com/fsr-tbi09/index.html  

立された初期／後期のベンチャーキャ

ピタル、NASSCOM等の組織、マクロ

経済状況、インターネットブームによ

ると考えられ、またそうでなければな

らない」 

– Mainak Bhattacharya、シニアマネー

ジャー、CIIE、アフマダーバード 

すでに多くのインキュベーターが、長き

にわたってスタートアップの成功を見届

けてきた。例えば、アフマダーバードに

あるインド経営大学院のイノベーショ

ン・インキュベーション起業センター

（ Centre for Innovation, Incubation and 

Entrepreneurship）（CIIE）は、2002 年の

設立以来、250 社以上のスタートアップを

支援してきた21。CIIE は、インターネット

およびモバイルテクノロジー、グリーン

テクノロジー、ソーシャルセクター、ヘ

ルスケアといった分野に特化している。

インキュベーター、アクセラレーター、

サイエンスおよびテクノロジーパークは、

ビジネススクールや技術大学と密接に結

び付き、州および地方自治体から手厚い

支援を受けている場合が多い。それらの

増加が、インド全土にインターネット事

業とデジタル人材をもたらしつつある。 

  

                                                           
21 アフマダーバードの CIIEシニアマネージャー、

Mainak Bhattacharyaからの Eメール  

http://trak.in/tags/business/2012/03/27/top-5-famous-startup-incubation-centers-india/
http://trak.in/tags/business/2012/03/27/top-5-famous-startup-incubation-centers-india/
http://www.nstedb.com/fsr-tbi09/index.html
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事例：Kanaja.in 

 

インターネットおよびデジタル事業が経済と社会にもたらす最も大きな恩恵は、社会福

祉への貢献である。Zomato のような民間企業の場合、商業的成功による効果は明白かつ

魅力的である。しかし、さまざまなコミュニティーに狙いを定めた多様な取り組みも生

まれている。それらはインターネットによって実現された規模と範囲がなければ不可能

だったものである。その一例が、Kanaja というウェブサイトである。このウェブサイト

は、カルナータカ州から世界各地に移住した人々のために、カンナダ語の電子リポジト

リおよび情報源として、2009 年の後半に当時のカルナータカ州首相によって立ち上げら

れた。カルナータカ州には、インドの IT セクターの中心地であるバンガロールがある。

バンガロールには 1991 年にソフトウェア・テクノロジー・パークおよびエレクトロニッ

クシティが設立され、現在はインドの ITサービス輸出全体の 3分の 1を同市が担ってい

る。2005 年には中央政府が国家知識委員会（NKC）を創設し、2008 年にはカルナータカ

州政府が同州を活力ある知識社会に変革するというビジョンを掲げ、カルナータカ知識

委員会（Karnataka Knowledge Commission）を設立した22。 

カンナダ語はカルナータカ州およびその近隣の州で 4,000 万人が使用している言語であ

る。IIIT バンガロール校によって数カ月で構築されたこのサイトは、言語や文学から科

学、テクノロジー、農業に至るまで、さまざまな題材について学者や専門家が寄稿する

ウィキペディア形式のポータルで、カンナダ語を支援すること、および遠隔地や農村部

の人々を含むすべての市民にオンライン情報に平等にアクセスする機会を提供すること
に主眼を置いている23。  

Kanaja.in ポータルおよび世界中の同じようなプロジェクトがこれほどまでに興味深いの

は、以下の 3 つの要素を融合させる必要性があり、今やそれがインターネットで可能に

なったからである。  

1. ストレージ、アーカイブ、継続的な有機的成長を含め、サイトおよびそのさらな

る開発（特にモバイル版）のアーキテクチャーに対する、この事例では国際情報

技術大学バンガロール校による技術支援  

2. コンテンツ、サービス、ハイパーリンク、ソーシャルメディアを通した交流にお

ける革新  

3. これらの要素を通じた世界のカンナダ語話者の支援 

                                                           
22 Karnataka Jnana Aayoga (2013), “Jana Sampada: A Report to the People of Karnataka on Transforming Karnataka into a 

Vibrant Knowledge Society”, http://jnanaayoga.in/images/jnanasampada-final.pdf  
23 Karnataka Jnana Ayoga (2012), “Kanaja”, http://jnanaayoga.in/index.php/resources/archives/12-projects/62-kanaja  

http://www.kanaja.in/
http://jnanaayoga.in/images/jnanasampada-final.pdf
http://jnanaayoga.in/index.php/resources/archives/12-projects/62-kanaja
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しかし、問題は、価値、利用、そして最終的には持続可能性をどのように推進するかで

ある。そして、Kanaja.inは今この段階にある。  

持続可能性 

ポータルの管理および運営は民間ベンダーに委託されたが、資金はもともとカルナータ

カ州政府から 2回に分けて提供された（2015年 7月からカンナダ語文化局（Department of 

Kannada and Culture）がサイトを担当することになるため、この体制は変更される可能性

がある）。Kanaja.in は、インターネットユーザー総数で判断すれば、有数の閲覧数を誇

るカンナダ語ウェブサイトだが、全体的に利用は伸びていない。特にコミュニティーの

観点から持続可能性を考えた場合、それが市民にどの程度の価値を提供するかが鍵とな

る。また、その価値はどのように定義し、評価するのか。ログオンあるいはクリックス

ルーなのか、それとももっと文化的、社会的に定義されたものが基準となるのかという

ことも重要である。  

利用数が少ないのには、多数の要因があると考えられる。他のウェブサイトにはない独

自のコンテンツではあるが、魅力に欠けるのではないか。実際のところ、kanaja.inは e政

府のウェブサイトと連携されていないため、存在があまり知られておらず、価値と利用

を高めるフィードバックループが生まれていない可能性がある。あるいは、モバイルア

クセスプラットフォームがまだ開発されていないため、多くの人がサイトにうまく、ま

たは便利にアクセスできないのかもしれない。  

ウィキペディアとは異なり、Kanaja.in への寄稿はほとんどが委託によるもので、編集者

が確認している。自発的に提供された記事は 10％にも満たない24。政府所有のポータルが

投稿された内容の正確性と合法性、ならびにリンクの安全性を確保したいのは当然だ

が、それによってユーザーとの交流が減る恐れがある。ソーシャルメディア機能がない

こと、そして記事の管理とユーザー生成コンテンツとのバランスをとらなければならな

いことも、特に若者の間で利用を阻んでいると思われる。これらすべてが持続可能性に

向けて取り組むべき問題であることをサイトの従来の管理者も今では進んで認めてい

る。 

次の段階 

それでは、コミュニティーと移住者にカンナダ語の情報を提供するポータルに持続可能

性をもたらすものは何なのか。一言で言えば、革新である。アクセス面では、すでに導
入されている革新として、視覚障害者のための画面読み上げソフトが挙げられる。開発

者の T.S. Shreedhar は、25,000 インドルピーの賞金を獲得し、現在はそのモバイル版に専

念している25。IIT-B ではその他に音声ポータルの計画が議論されている。しかし、最も

重要なのは、ポータルへのモバイルアクセスだろう。なぜなら、ほとんどの国民はモバ

イルを通してウェブにアクセスするからである。また、公開ポータルにはさまざまな関
連サービスが統合される可能性が高い。上述したように、ソーシャルメディアの要素を

取り入れることも重要になる。  

要点 

• コミュニティーサイトの最初の課題は、提供する情報あるいは情報の集約または

配信方法において、独自性を出すことである。しかし、現地語での情報といった

独自性は、最小限のユーザーを集める上で必要ではあるが十分ではない可能性が

                                                           
24

 IIT-Bの Rajagopalan教授からの Eメール（2015年 2月 23日） 
25

 V. Annad (2011), “Kannada Knowledge Portal, Kanaja, Now Speech-enabled, Thanks to Work of Visually -challenged 
Shreedhar”, http://www.indiatechonline.com/it-happened-in-india.php?id=517  

http://www.indiatechonline.com/it-happened-in-india.php?id=517
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ある。 

• 積極的な関与を促すためのソーシャルメディアの要素をこれらのサイトに組み込

み、農業、健康、教育、住宅等に関する情報およびサービスや e 政府サービスへ

のリンク等、福祉を増進するような真に価値のあるサービスをアーキテクチャー

に取り入れた場合、それらの開発は、人々の役に立つべく持続可能な方法で開設

されたコミュニティーウェブポータルの極めて興味深い例となり得る。 

• その目的に向け、コミュニティーポータルには参加の重要性に関するソーシャル

メディアの教訓が生かされそうだ。ただし、善良な振る舞いに関する基準とサイ

トの違法利用の回避がポータルの運営においてさらなる負担となることを認識し

ておく必要がある。  

• ほとんどの人が携帯電話からウェブサービスにアクセスするようになってきたた

め、モバイルプラットフォームでの配信が必要である。Kanaja.in のようなコミュ

ニティーサイトでも、出現した最新のアクセステクノロジーを採用するのは有効

である。 

• 視覚障害者向けの現地語での画面読み上げ機能をはじめとする革新は、さらなる

取り組みを刺激するものであり、積極的に促進すべきである。携帯電話アプリ

ケーションへのサービスの拡大は、合理的かつ賢明な第一歩だろう。 
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提言 

1. 国内市場と中産階級の所得増大に

よってもたらされる規模の経済が発

展を支えるため、インドのインター

ネット経済は引き続き成長するとみ

られる。エコシステムを全国に拡大

することによってデジタル経済への

移行が可能となるため、それがイン

ターネットの経済的および社会的恩

恵をより幅広く享受する鍵となる。 

2. しかし、インドの企業向けデジタル

製品およびサービス市場には大きな

潜在力があるが、ほぼ未開発である。

特にワイヤレスおよびモバイルアク

セスに関して、普遍的なブロードバ

ンドアクセスを手頃な価格で保証す

るため、「デジタル・インディア」

の取り組みに重点を置いた政策を実

施すべきである。  

3. 規制の明確性と確実性という点では、

それを支える体制として、データ保

護やプライバシー法、知的財産権、

クラウド基準等の重要な分野に関す

る最新の法令というソフト面のイン

フラストラクチャーを整備すること

も同様に重要である。 

4. さらに、事業登録手続きの簡略化お

よび迅速化、ならびに対政府の事業

取引コストの削減に向けた「デジタ

ル・インディア」の取り組みは、と

りわけ前向きな一歩であり、早期か

つ緊急の対応を要する。 

5. 「デジタル・インディア」で表明さ

れた 2020 年までの「輸入正味ゼロ」

という政策目標は、インド全土への

インターネットおよびデジタルエコ

システムの拡大を促すことによって、

バンガロールをはじめとする集中地

域への依存を軽減するという保護貿

易主義以外の方法で追求すべきであ

る。資金および専門知識の提供に対

する外国企業の参加は、このプロセ

スを加速させるため、阻止するので

はなく促進すべきである。 

6. Zomatoの事例が示すように、国内市

場での成功を梃子にした海外進出は

すでに行われている。インターネッ

ト企業にとって鍵となるのは、規模

を拡大する能力があるか否かである。

これらの教訓を広く共有する必要が

ある。 

7. インターネットの活用を通して、社

会およびコミュニティーサービスも

変革されつつある。しかし、

Kanaja.in の事例が示すように、特に

能力に欠ける公共団体が音頭を取る

場合は、適切な持続可能性モデルを

見つけることが鍵となる。 

8. 将来使用されるモデルが政府の所有

および運営か、外部委託か、あるい

は官民連携かにかかわらず、公共セ

クター全体で能力構築が必要となる。

例えば、外部委託モデルでは、依然

として官僚に奨励金の性質と役割を

理解し、監視および評価を行う能力

を有することが求められる。  

http://www.kanaja.in/
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デジタル化への道を開く 

インドネシアの eコマース 

インドネシアのインターネット経済は依然

として規模が小さく、GDP の約 1.6％を占

めるに過ぎないが26、アジア第 3 位に躍り

出る可能性を秘めている。インターネット

ユーザーはすでに 8,000 万人に迫り、2016

年までに 1億人を超えると予想されている
27。e コマースは始まったばかりで、小売

全体で見ればオンラインでの売り上げが占

める割合はごくわずかだが、インドネシア

銀行によれば、2014 年の 1 日当たりの電

子決済額は 77 億インドネシアルピア（6

億 5,200 万米ドル）と推定される28。そし

て、この流れは急速に加速していくとい

うのが大方の見方である。 

オンライン取引への移行の短期的な要因

は、中産階級の所得の増加である。イン

ドネシアでは、2 億 5,000 万人超の人口の

うち、年間所得が 3,000米ドルを上回る中

産階級が 2020年までに 50％近くに達する

と予想される29。一方、長期的な要因は、

人口動態である。人口の大半は 40 歳未満

で、15～25歳が 20％超、15歳未満が 3分

                                                           
26 Redwing (2014), “How does Indonesia compare with 

others in Asia”, http://redwing-asia.com/market-

data/regional-comparisons/    
27 Statista (2015), “Number of Internet users in Indonesia 

from 2013 to 2018 (in millions)”, 

http://www.statista.com/statistics/254456/number-of-

internet-users-in-indonesia/  
28 L. Cosseboom (2014), “Would PayPal’s Presence in 

Indonesia Speed up Natural Selection?”, 

https://www.techinasia.com/indonesia-epayments-

paypal-doku/  
29 Quora (2013), “Southeast Asia: How Big is 

Ecommerce in Indonesia, and what are the Most 

Common Payment and Delivery Systems?”, 

http://www.quora.com/Southeast-Asia/How-big-is-

ecommerce-in-Indonesia-and-what-are-the-most-

common-payment-and-delivery-systems  

の 1を占める30。都市人口は 50％を超え、

毎年 2.5％成長している。現在、オンライ

ン小売の需要はほぼジャワ島の都心部に

集中しているが、e コマース企業はジャワ

島以外の需要の増加に目を向けつつある。  

Eコマースに関する規制 

「（オンライン取引の）成長が現金を

使用した通常の取引よりも 300％速い

スピードで進み、今や規制が不可欠と

なっているため、貿易省は規制の策定

を優先課題としている」 

－貿易相 Muhammad Lutfi
31

 

2014 年以降、インターネット経済を加速

させることにより、インドネシア経済に

より広く貢献し、投資、雇用、貿易に資

するという新たな流れが生まれている。e

コマース市場における制限を撤廃するこ

とが変革を全体的に推し進める力となる

ことは間違いない。例えばインドネシア

で事業を展開するすべての eコマース企業

に gTLD .id の名称を使用するよう義務付

ける32といった関連する制限がすべて解除

                                                           
30 CIA World Factbook (2014), “Indonesia”, 

https://www.cia.gov/library/publications/the-world-

factbook/geos/id.html  
31 Jakarta Post (2014), “Minister Vows to Finish E-

commerce Implementation Regulations”, 

http://www.thejakartapost.com/news/2014/03/19/ministe

r-vows-finish-e-commerce-implementation-

regulations.html  
32 インドネシアの地元 eコマースコミュニティーに

参加する企業の多くは、海外市場への露出が増える

gTLDの利用を好む。その一例として、E. Lukman 

(2013), “Is the Indonesian Government Hurting or 

Helping the E-commerce Industry?”, 
https://www.techinasia.com/indonesian-government-

hurting-helping-ecommerce-industry/にある Tokopedia

http://redwing-asia.com/market-data/regional-comparisons/
http://redwing-asia.com/market-data/regional-comparisons/
http://www.statista.com/statistics/254456/number-of-internet-users-in-indonesia/
http://www.statista.com/statistics/254456/number-of-internet-users-in-indonesia/
https://www.techinasia.com/indonesia-epayments-paypal-doku/
https://www.techinasia.com/indonesia-epayments-paypal-doku/
http://www.quora.com/Southeast-Asia/How-big-is-ecommerce-in-Indonesia-and-what-are-the-most-common-payment-and-delivery-systems
http://www.quora.com/Southeast-Asia/How-big-is-ecommerce-in-Indonesia-and-what-are-the-most-common-payment-and-delivery-systems
http://www.quora.com/Southeast-Asia/How-big-is-ecommerce-in-Indonesia-and-what-are-the-most-common-payment-and-delivery-systems
https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/id.html
https://www.cia.gov/library/publications/the-world-factbook/geos/id.html
http://www.thejakartapost.com/news/2014/03/19/minister-vows-finish-e-commerce-implementation-regulations.html
http://www.thejakartapost.com/news/2014/03/19/minister-vows-finish-e-commerce-implementation-regulations.html
http://www.thejakartapost.com/news/2014/03/19/minister-vows-finish-e-commerce-implementation-regulations.html
https://www.techinasia.com/indonesian-government-hurting-helping-ecommerce-industry/
https://www.techinasia.com/indonesian-government-hurting-helping-ecommerce-industry/
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されるかどうかは、現時点では定かでは

ない。 

地元ではすでにかなりの数の企業が設立

されており、C2C では Kaskus、OXL（旧

TokoBagus ） 、 Berniaga 、 Tokopedia 、

Bukalapak等、B2Cでは Bhinneka、Tiket、

Blibli、LakuBgt、Onigi、ならびに航空会

社、通信会社、大型店等の所有するサイ

ト 、 B2B で は Indonetwork お よ び

Indotradingをはじめとする多数の例が挙げ

られる。各社は配送のために支えとなる

エコシステムを構築しつつある。例えば、

Dinomarket.com は、オンラインで購入さ

れた製品をジャワ島以外の地域に配送す

ることから始めた。さらに、20 社を超え

るオンライン決済ソリューション企業が

大手として台頭している。多くの地元企

業が生き残り、成功を収めている企業も

あることは明白である。 

同様に興味深いのは、連携によって市場

に参入する海外ベンチャーが果たしてい

る前向きな役割である。B2C ではドイツ

の支援を受けた Lazada Indonesia およびエ

レクトロニクスポータルの Lamido、

Rocket Internet 傘下のベンチャーキャピタ

ルから出資を受けたファッションポータ

ルの Zalora、日本の eコマース企業である

楽天の支援を受けた Rakuten Belanja Online、

世界的な Groupon ネットワークの一端を

担う Groupon Indonesia、韓国の支援を受

けた C2Cポータルの Qoo10 Indonesiaおよ

び Elevenia、 eBay の Telekom Indonesia

（Plasa.com および Blanja.com）ならびに

Qoo10との 2件の連携が例として挙げられ

る。さらに、Amazon.com、eBay、Alibaba

等の世界的な eコマースサイトも人気が高

い33。どうやら海外パートナーの参入は、

                                                                                    
の創設者、William Tanuwijayaのコメントを参照さ

れたい。 
33 完全なリストについては、Alexa (2015), “Top Sites 

in Indonesia”, 

ゼロサムゲームとはなっていないらしい。

むしろ、市場の事業者および消費者の興

味をかき立てている。そして、市場が発

展の初期段階にあることを考えれば、こ

の競争は市場が最も必要としているとき

にその成長を促しているのである。イン

ターネットは世界的な規模を持つが、イ

ンドネシアの e コマース市場は地域で始

まったばかりである。しかし、Doku の事

例研究が示すように、インドネシアのイ

ンターネット企業が外部市場に浸透する

のも時間の問題だろう。 

  

                                                                                    
http://www.alexa.com/topsites/countries/IDを参照され

たい。 

http://www.alexa.com/topsites/countries/ID
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事例：Doku 

2007年に創業したインドネシアの電子決済および eコマース企業である Dokuは、2015年ま

でにインドネシア有数のインターネット経済企業に成長し、TechInAsia によって「ほぼ間違

いなくインドネシア諸島におけるオンライン決済のトップブランド」と称されるまでになっ

た34。2014 年度末までに、20 名足らずだった従業員は約 160 名に増え、取引収益は 2 兆

5,000億インドネシアルピアから 6兆 8,000億インドネシアルピアに拡大した（1億 9,000万

米ドルから 5億 2,200万米ドル）。 

 

Doku は、バリ島爆破テロが起こり、インドネシアの回復力と将来性を示そうという気運が

高まる中、COOの Nabilah Alsagoffとその同僚らによって設立された。旅行者向けポータル

を実験的に立ち上げた Dokuは、成長するインドネシアの eコマース市場に電子決済ゲート

ウェイのニーズを見出した。最初の製品は、クレジットおよびデビットカードからペイパル

取引や銀行振込みまであらゆる種類の決済の処理が可能な企業の B2B 取引向け統合決済シ

ステムで、当初は NISA Pay というブランド名だった。顧客は最初は保険および航空セク

ターの事業者だったが、資産、食品および飲料、マーケットプレイス、輸送等さまざまな業

界に拡大していった。  

この主力製品は現在も最大の収益源であるが、Doku はその後、新たな急成長分野で Doku 

Walletと Doku MyShortCartという 2つの製品を発売した。 

• Doku Walletの登録者数は、2014年 12月に 10万人、そのわずか 3カ月後には 15万

人に達した。Dokuによれば、Doku Walletの主要市場は 18～40歳の大学生、社会人

になったばかりの若者、都市部の家族であるという。 

• Doku MyShortCart は、（零細・中小企業ではなく）中小企業をターゲットとしてい

る。Dokuに申し込めば、事業者はオンラインストアを所有したり運営したりする必

要はなく、Dokuに登録するだけで、すぐに顧客に決済ゲートウェイを提供できる。

これが過去 12 カ月で 3倍に増加している中小事業者を引き付ける、Doku の差別化

要因である。市場の成熟に伴うカード利用の増加と安全な決済手段および取引照合

                                                           
34 Doku (2015), “Nabilah Alsagoff and the Story Behind DOKU, Indonesia’s Epayments Pioneer”, 

http://dokupay.com/demo/dokunewsroom/index.php?post=nabilah-alsagoff-and-the-story-behind-doku-indonesiars-

epayments-pioneer  

http://dokupay.com/demo/dokunewsroom/index.php?post=nabilah-alsagoff-and-the-story-behind-doku-indonesiars-epayments-pioneer
http://dokupay.com/demo/dokunewsroom/index.php?post=nabilah-alsagoff-and-the-story-behind-doku-indonesiars-epayments-pioneer
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ツールのニーズが成長を後押ししている。  

底辺からスタートしながら急速に拡大する Doku は、インドネシアの電子決済および e コ

マース市場の成熟を示す好例である。Dokuが B2Bから B2Cへと拡大するにつれ、モバイル

デバイスの利用を希望する顧客が増え、Doku に登録している事業者もそれに対応しつつあ

る。このように、Doku は現地決済を利用した海外事業者のインドネシア市場への参入も促

している。 

Doku はジャワ島以外の島に極めて大きな可能性があると考え、現在はそれらへの事業拡大

を目指している。また、パプアニューギニアの国営航空会社である Air Nuigini との提携を

皮切りに海外市場への拡大にも着手している。  

最近の銀行規制の改正は、モバイル決済チャネルの拡大に伴い、その新たな決済の成長を後

押しする。Doku の特徴で重要なのは、海外の電子決済がインドネシアを通じて管理される

点である。そのため、海外事業者への支払いの管理を含め、今日までの規制は Doku にとっ

て障害とはみなされていなかった。 

要点 

• 初期段階にありながら急速に成長する市場においては、インターネット経済に関し

て的を絞った柔軟な事業戦略をしっかりと設計することにより、極めて迅速に成功

を収めることができる。 

• 電子決済および e コマースは、信頼の構築が欠かせないサービス事業であるため、

それらの成長においては信頼性と安全性が最も重要である。 

• インドネシア等の市場には、中小企業の参入障壁をなくすビジネスモデルが特に妥

当である。 
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モバイル決済と B2C 

ここ数年で、電子およびモバイル決済専

門企業が 20 社近く設立された。電子決済

プロバイダーには、例えばオンライン銀

行および決済ウェブサイトの KlickBCA、

bankmandiri.co.id、bni.co.id、そして Doku、

iPaymu、 iPay88、 Veritran、 IndoMog、

Ayopay、Coda Payment 等の決済ゲート

ウェイ、PayPal、AliPay 等の世界的企業が

ある。モバイル事業者はいずれも、独自

のモバイルウォレットや SIM を利用した

決済および送金サービスを提供している。

無線モバイルデバイスを通じたオンライ

ン決済の割合が増加していることに鑑み

れば、最近の規制改正は重要である。 

携帯電話によるオンライン決済は、従来

はほぼ大手銀行との提携によるモバイル

ネットワークか SIM カードを利用した送

金に限られていた。入出金業者の利用が

制限されていたため、モバイルウォレッ

トの利用は困難だったが、2014 年に電子

マネーに関する規制が改正されたことに

より、状況は一変した。インドネシア銀

行は、業者の指名を希望する銀行の資本

要件を緩和した。ただし、業者が応じる

ことができるのは銀行 1 行のみである。

また、送金業者に関しては、送金の認可

が不要となった。現在は 2013 年に設立さ

れた金融庁（OJK）が無店舗バンキングを

監督しており、モバイルサービスプロバ

イダーが貯蓄、少額融資、少額保険、送

金を扱うことを許可し、多数の日常取引

に関する制限を撤廃するとともに、最低

必要残高をゼロに引き下げている。また、

現在は政府の証明を受けた文書はすべて

銀行の顧客確認（ KYC： Know-Your-

Customer）規則の身分証明書として使用で

きるようになり、顧客との契約における

障害が解消された。これらの規制改正は、

ゲーム、ファッション、食品、電子機器、

オンライン予約市場のいずれであろうと、

m コマースの成長に弾みをつけるばかり

である。なお、それらは現在インドネシ

アのインターネット経済を牽引している

消費者市場である。 
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事例：Blanja 

 

Blanjaは 2014年に開設された MetraPlasaの eコマースサイトである。MetraPlasaは 2012

年に設立され、Telkom Indonesia（60％）と eBay（40％）が共同で所有している。eBayは

シェアを 49％まで引き上げる意向であることを発表している35。MetraPlasaは 2社の eコ

マースおよびメディアに対する関心を統合したもので、2 社はそれに先立って設立したス

タートアップである Plasa.com を畳み、Blanja.com を立ち上げた。Telkom と eBay は、

2014 年までに 1,420 万米ドル近くを Blanja に投資した。インドネシアのベンチャーキャ

ピタル市場はまだ黎明期であるため、親会社を持つことは、スタートアップを維持する

重要な手段である。  

 

Blanja は C2C のマーケットプレイスだが、eBay のようなオークション形式ではなく、競

売は行われない。Tokopedia や BulaLapak のような多くの競合サイトとは異なり、事業者

は最初に営業許可を取得しなければならない。Blanja はエスクロー口座を運用していない

ため、営業許可にこだわることが顧客の信頼を高める方法であると考えられる36。事業者

を誘致するため、Blanja は登録料も売上手数料も徴収していない。ジャボデタベック、ス

ラバヤ、バンドンの事業者および販売業者には、ジャカルタ以外への配送も無料で提供

                                                           
35 L. Cosseboom (2014), “Ebay Wants to Buy into Indonesia’s Ecommerce Race, set to Increase Shares in Blanja”, 

https://www.techinasia.com/ecommerce-indonesia-blanja-telkom-metraplasa-ebay/ 
36 E. Lukman (2013), “eBay Quietly Arrives in Indonesia Under the Name Blanja”, https://www.techinasia.com/ebay-

quietly-arrives-indonesia-blanjacom/  

https://www.techinasia.com/ecommerce-indonesia-blanja-telkom-metraplasa-ebay/
https://www.techinasia.com/ebay-quietly-arrives-indonesia-blanjacom/
https://www.techinasia.com/ebay-quietly-arrives-indonesia-blanjacom/


 

| アジアにおけるインターネット経済の現状と展望  
 

25 

 

される。  

しかし、Blanjaはサイトにはすでに 600近くの販売業者から 100万点を超える製品が出品

されているとしているが、Alexa.comによれば 2015年 1月の訪問者数は 1日当たり 2万人

と成長が鈍く37、同じく eBay のジョイントベンチャー（韓国企業と提携）である Qoo10

の 1 日当たりのページビューにははるかに及ばない。同社の広報担当者は「現在は e コ

マースの収益が当社の事業に占める割合はまだ小さいが……2～3 年以内に 10％に達する

可能性があると予想している」と指摘している38。  

要点 

• 本事例では、基本的な要素が一つひとつ整備されつつある。 

• スタートアップにとっては、供給者からのアクセスが重要である。地元の大手通

信業者が関与することは有効であるが、e コマースは通信業者の中核的能力では

ない。したがって、MetraPlasa を専門の独立企業とすることで、専門性を伸ばす

機会が広がる。 

• それでもやはり、Telkomはモバイルからのアクセスをサイトに誘導し、モバイル

決済を促すのに最適な存在であり、事業者がオンライン販売を活発化し、エコシ

ステムの当該部分を構築するのを後押しする有利な立場にある。 

• 外国企業との提携によるスタートアップは、すぐに使える専門知識という利点を

享受できる場合が多いが、それは必ずしも急成長を意味するわけではない。初期

においてそれよりも重要なのは、持続可能性である。独力での成長には持続不可

能なコストが伴う可能性がある。 

• Blanja は、インドネシアのインターネット経済がそれを活用できる状態になった

ときに世界市場への道を開く可能性がある。 

 

  

                                                           
37 Alexa (2015), “How Popular is Blanja.com?”, http://www.alexa.com/siteinfo/Blanja.com  
38 L. Cosseboom (2014), “Ebay Wants to Buy into Indonesia’s Ecommerce Race, set to Increase Shares in Blanja”, 

https://www.techinasia.com/ecommerce-indonesia-blanja-telkom-metraplasa-ebay/  

http://www.alexa.com/siteinfo/Blanja.com
https://www.techinasia.com/ecommerce-indonesia-blanja-telkom-metraplasa-ebay/
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提言 

1. 公共および民間サービスの定義、そ

れぞれに対する規制の適用範囲、外

国投資への制限がある場合はその内

容、インドネシア市場に参入する外

国企業の役割等、e コマースに関す

る法令の明確化が求められる。これ

は、提携を求める地元企業および市

場に参入する外国企業双方の利益と

なるような形で行わなければならな

い。 

2. デジタル化を主導するセクターとし

て e コマースの成長を支え、デバイ

スの製造および流通等の補助セク

ターの創出、あるいは運営および設

計スキルを促すため、インターネッ

トエコシステムの構築に向けた枠組

みを政策の優先課題とすべきである。 

3. アクセスおよびデジタルへの参加を

促進するには、アクセスデバイスが

競争的に利用できる状態を維持する

必要がある。 

4. デジタル経済の範囲は健康、教育、

物流等のその他の経済分野にも拡大

しているため、政府は業界団体との

協議を増やすべきである。その重要

性は高まる一方であり、官僚の能力

構築の側面も含めるべきである。  
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日本におけるデジタル経済の展開 

日本は長年にわたり、接続性とデジタル

に関連するあらゆるものにおいて主導的

地位を維持してきた。日本のインター

ネットインフラストラクチャーは広範か

つ先進的で、そのブロードバンドサービ

スはほぼ間違いなく世界で最も安価で最

速である。しかし、政策立案者は、日本

経済を 20 年近く続く不況から脱却させ、

再び日本の競争力を高める方法を模索し

続けている。  

ここでもやはり人口動態が重要である。

日本は高齢化社会であり、OECD 諸国で

最初に人口成長率がマイナスになった。

このような環境においては、利用可能な

教育および技能訓練の範囲と質が移行の

成否を左右する極めて重要な要因となる。

これに関する日本の主要課題は、以下の

通りである。 

● 特に高齢の労働者の再訓練および継続

的な学習に対するニーズの増大 

● 今日のデジタル経済において必要とさ

れる新たな知識およびスキルのニーズ

に応じた、大学と実業界の分断 

● 教育を受けた人々、特に女性の限られ

た雇用機会  

 

世界経済フォーラムおよび OECD によれ

ば、日本では教育を受けた女性が依然とし

て十分に活用されていない。2013 年には、

大学レベル以上の研究学位を有する男性の

就職率は 93％だったが、同水準の教育を

受けた女性の就職率はわずか 69％だった39。

2013 Global Gender Gap Report は、「雇用

の男女格差が是正されれば、日本の GDP

                                                           
39 OECD (2014), “Japan: Overview of the education 

system (EAG 2014 and EAG 2015 Interim Report)”, 

http://gpseducation.oecd.org/CountryProfile?primaryCou

ntry=JPN&treshold=10&topic=EO 

は 16％上昇する」と言及している40。それ

に加え、高校から大学に進学する生徒数

も減少している。高校卒業後も勉強を続

け、大学で高等教育を受ける生徒は 18 歳

全体の約半数であり、OECD の平均値で

ある 60％を下回る。さらに、25 歳以上で

正式な教育システムが提供する学習機会

に参加しているのは、OECD 平均の 10％

に対し、日本は 2％に過ぎず、日本では就

職したら正式な教育に復帰することがほ

とんどないことが伺える41。 

これは一つには、特に職場において継続

教育が十分に支援および奨励されていな

いからである。しかし、技術およびサー

ビス業界は急速に進化しているため、よ

り専門性の高い新たなスキルを頻繁に取

得する必要があり、継続的な専門教育に

対するニーズが高まっている。言い換え

れば、日本の教育システムは、人口動態

の変化と労働市場の需要の進化に適応し、

それらに対処すべく革新しなければなら

ないのである。 

日本はさまざまな eラーニングの取り組み

によって、これらの課題に対応しようと

してきた。特に 2013 年 6 月に政府が発表

した「第 2 期教育振興基本計画」では、

オープンコースウェアおよび MOOC を活

用した大学教育の質の改善について言及

されている42。日本における e ラーニング

                                                           
40 World Economic Forum (2013), “The Global Gender 

Gap Report 2013”, pp.31, 

http://www3.weforum.org/docs/WEF_GenderGap_Repor

t_2013.pdf  
41 OECD (2014), “Education at a Glance 2014 - Country 

Note: Japan”, http://www.oecd.org/edu/Japan-EAG2014-

Country-Note.pdf  
42 Global Statement (2014), “Targeting regional learners 

with Japanese MOOC”, 
https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/target

ing-regional-learners-with-japanese-mooc/  

http://gpseducation.oecd.org/CountryProfile?primaryCountry=JPN&treshold=10&topic=EO
http://gpseducation.oecd.org/CountryProfile?primaryCountry=JPN&treshold=10&topic=EO
http://www3.weforum.org/docs/WEF_GenderGap_Report_2013.pdf
http://www3.weforum.org/docs/WEF_GenderGap_Report_2013.pdf
http://www.oecd.org/edu/Japan-EAG2014-Country-Note.pdf
http://www.oecd.org/edu/Japan-EAG2014-Country-Note.pdf
https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/
https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/
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の大きな節目となったのは、2005 年の日

本オープンコースウェア・コンソーシア

ム（JOCW）の設立である。これは、マサ

チューセッツ工科大学（MIT）がオープン

コースウェアを開設した 2 年後のこと

だった。JOCW には現在、オンラインで

3,000コースを提供する 21の大学を含め、

41組織が加盟している43。基本的には講義

動画かコースコンテンツがアップロード

され、インターネット接続があれば誰で

もアクセスできる。 

オープンコースウェアと MOOC の違いは、

後者は教師とのやり取りや生徒同士での

やり取り、宿題、試験があり、修了証明

書が発行されるという点である。事業モ

デルも異なる。OCW は大学自身が運営し、

教師と生徒を対象としているが、MOOC

は大学から始まったものの、現在は企業

が採用と社員研修の目的で MOOC に注目

している。また、それらのコースの促進

を支援するさまざまな ICT 企業も登場し

ている。最も人気の高い MOOC プロバイ

ダーは Coursera、edX、Udacityだが、日本

でそれらの MOOC プロバイダーを通じて

コースを提供しているのは、これまでの

ところ Coursera を利用している東京大学

と edX を利用している京都大学の 2 校の

みである。なお、どちらも MOOC コース

は英語のみである。 

日本語の MOOCを推進するため、2013年

末頃に日本の一流大学および企業が集ま

り、日本オープンオンライン教育推進協

議会を設立した。同協議会は、現在では

JMOOCの名称で広く知られている。 

  

                                                           
43 Y. Fukuhara (2014), “JMOOC: Massive Open Online 

Courses from Japan, in Proceedings of OpenCourseWare 

Consortium Global 2014: Open Education for a 

Multicultural World”, 

http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-

content/uploads/2014/02/Paper_76-JMOOC.pdf  

http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_76-JMOOC.pdf
http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_76-JMOOC.pdf


 

| アジアにおけるインターネット経済の現状と展望  
 

29 

 

事例：JMOOC 
日本語の MOOCを発展させるために日本の大学と企業が集まって設立された JMOOCは、単

一のプラットフォームではなく、統合されていない以下の複数のプラットフォームである。 

1. NTTドコモと NTTナレッジ・スクウェアが運営する Gacco 

2. 放送大学が運営する OUJMOOC 

3. ネットラーニングが運営する Open Learning 

Gacco、OUJMOOC、NetLearning はそれぞれ別個のプラットフォームを所有しており、明

らかな相互運用は行われていない。Gacco は、オープンソースの edX オープンプラット

フォーム上にフロントエンドをカスタマイズして構築されている。放送大学が運営する

OUJMOOCは、日本の非営利団体によって開発された CHiLO Bookシステムを利用してい

る。このシステムは、マルチメディア e テキストブック（自主学習用の iBook および

epub）、ソーシャルネットワーキングサービス（登録および学習者コミュニティーのため

の Facebook、動画配信のための YouTube）、テストおよびチェックリストを管理するため

のMoodle学習管理システム、評価のためのMozilla Open Badgeのマッシュアップである。

OpenLearningには、ネットラーニングが開発したプラットフォームが使用されている44。 

Gacco は、日本の主要携帯電話会社である NTT ドコモと NTT ナレッジ・スクウェアに

よって運営されている。したがって、当然のことながら、Gacco が提供するコースはコン

ピューター、タブレット、携帯電話等、さまざまなデバイスからアクセスできる。Gacco

は、ブレンド型学習環境の研究および構築に取り組む反転学習社会連携講座と連携して

いる。Gacco は一部のオンラインコースで有料で「反転授業」を提供している。反転授業

とは、生徒が通常は自宅で動画講座を見て新しいコンテンツをオンラインで学習し、こ

れまでは宿題だったものをすぐに授業で行うというブレンド型学習の形態である。授業

では教師は講義を行うのではなく、生徒一人ひとりに合わせた指導と交流を行う45。これ

は新しい波だというのが業界での大方の見方である。したがって、コースを受講してい

る高年齢層の反応を確認することが Gacco の興味深い課題となる。2014 年 4 月現在、主
に 30代から 50代の約 5万人の人々が Gaccoのコースに登録している。Gaccoでは今後、

転職のための成績証明書および専門能力開発証明書の発行が予定されている。  

 

NTT株主通信 2014年 6月号、特集 2：日本初の大規模公開オンライン講座「gacco」開講46 

                                                           
44 T. Yamada (2014), “Development of MOOCs in a Japanese Open University, in Proceedings of OpenCourseWare 

Consortium Global 2014: Open Education for a Multicultural World”, http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-

content/uploads/2014/02/Paper_72-OU-Japan.pdf  
45 Wikipedia, “Flip teaching”, http://en.wikipedia.org/wiki/Flip_teaching  
46 NTT (2014).「特集 2：日本初の大規模公開オンライン講座『gacco』開講」
http://www.ntt.co.jp/ir/library_e/nttis/201406/feature2.html  

有料オプションの反転学習コース 

無料公開されている講義動画、東京大学の 

本郷和人教授による「日本中世の自由と平等」 

http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_72-OU-Japan.pdf
http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_72-OU-Japan.pdf
http://en.wikipedia.org/wiki/Flip_teaching
http://www.ntt.co.jp/ir/library_e/nttis/201406/feature2.html
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JMOOC設立時の東京大学の本郷和人教授による「日本中世の自由と平等」に関するコース

は 6,800人が受講した。平均年齢は男性が 47歳、女性が 42歳だった47。また、Gaccoでは

複数の言語で字幕をつけることによって、他国の学習者を呼び込むことも計画している48。  

JMOOC を設立した 2 番目の動機は、これらのコースが学生および働いている専門家の

個々のニーズにより適したものとなるよう、プラットフォームを通じた教育データの収集

および分析を実現することである49。そのために、コースの内容と学習法を改善するため

の教育データの共有、ならびにオンラインコースの標準的な認定プロセスの構築、学術機

関によるオンラインコースの単位の受け入れ、オンラインコース修了証に対する企業の評

価等の問題に対応するための連携に向けた JMOOCプロバイダーの動きが注目される。 

 

CCS-TIES「CHiLO Book」システムを利用した OUJMOOCプラットフォーム50 

要点 

• 既存のMOOCから学んだ教訓を生かし、JMOOCは学術界と企業との協働である

ことを目指すとともに、企業の研修および採用ニーズに応えるため、生涯学習お

よび専門能力開発に注力している。 

• とはいえ、デジタル経済には異なるネットワークでシームレスに機能するアプリ

ケーションが欠かせない。アプリケーション、学習コンテンツ、生成されるビッ

グデータが共有され、いつでもどこでも利用できるよう、異なるネットワークで

プラットフォームを相互運用することが重要である。 

• 大容量データの収集、保存、分析によって、教育を改善し、開発努力を支援する

ことができる。「反転授業」等の新たな学習および指導法については、特にその

影響に関するデータ分析が有効である。 

                                                           
47 Global Statement (2014), “Targeting regional learners with Japanese MOOC”, 

https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/ 
48 NTT (2014).「特集 2：日本初の大規模公開オンライン講座『gacco』開講、NTT株主通信」
http://www.ntt.co.jp/ir/library_e/nttis/201406/feature2.html  
49 JMOOC (2013), “About JMOOC”, http://www.jmooc.jp/en/about/ and http://www.jmooc.jp/wp-

content/themes/jmooc/pdf/JMOOC_Summary_en20131011.pdf  
50 T. Yamada (2014), “Development of MOOCs in a Japanese Open University”, 

http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_72-OU-Japan.pdf  

https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/
http://www.ntt.co.jp/ir/library_e/nttis/201406/feature2.html
http://www.jmooc.jp/en/about/
http://www.jmooc.jp/wp-content/themes/jmooc/pdf/JMOOC_Summary_en20131011.pdf
http://www.jmooc.jp/wp-content/themes/jmooc/pdf/JMOOC_Summary_en20131011.pdf
http://conference.oeconsortium.org/2014/wp-content/uploads/2014/02/Paper_72-OU-Japan.pdf
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JMOOC 以外にも、年齢層と教育水準を問

わず、オンライン教育の流行をもたらし

ているインターネット企業は多数存在す

る。例えば、スマートエデュケーション

は未就学児向けの教育アプリケーション

を開発している。ダウンロード数は 2014

年 11月までに 1,000万を超えた51。日本に

拠点を置く ClassDoは、高校生向けの個別

指導サイトで、約 140 カ国の教師と生徒

をつないでいる 52。東京を拠点とする

MOOC スタートアップの Schoo は、イン

ターネットで講義をライブ配信しており、

ユーザーは講師とやり取りできる53。同じ

くスタートアップである、どこでもゼミ

ナールは、中学生向けにオンライン講義

のライブ配信サービスを提供している。

ライブ配信は無料で視聴できるが、録画

された講義は有料となる。受験サプリは

高校生を対象としたオンライン学習プ

ラットフォームで、110 万人のユーザーを

抱える。受験サプリは、問題解決能力、

批判的および創造的思考力、コラボレー

ション能力をはじめとする 21 世紀型スキ

ルの習得状況を評価する新たな試験制度

の導入に向けて日本政府が 2013 年に発表

した大学改革行動計画を受け、批判的思

考を中心とした現代的なコミュニケー

ションスキルの開発等、21 世紀型スキル

に重点を置いた「よのなか科」と呼ばれ

る新たな授業を導入した54。 

                                                           
51 Edmaps (2015).「スマートエデュケーションの知

育アプリがダウンロード数 1000万を突破！その躍

進の理由とは？」 

http://edmaps.co/en/moocsnews/smart-education/  
52 Edmaps (2015).「「ClassDo」世界 138ヶ国の先生

と生徒を繋ぐオンライン教育サービスの魅力に迫る」
http://edmaps.co/en/moocsnews/classdo/  
53 Global Statement (2014), “Targeting regional learners 

with Japanese MOOC”, 

https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/target

ing-regional-learners-with-japanese-mooc/ 
54 Edmaps (2015).「高校生の「生きる力」を育てる

授業『よのなか科』とは？受験サプリで藤原和博氏

が開設した新しい科に注目」
http://edmaps.co/en/moocsnews/jyukensapuri/  

さらに興味深いのは、e ラーニングによっ

て実現したデータマイニングの教育者お

よび既存教育制度ならびにセクターに参

入しようとしているインターネット企業

よる活用である。分析ツールを使用すれ

ば、学習者、学習者が知っていること、

知らないこと、学習者がつまずいている

点についてデータを収集できる。教育

データのパターンを特定し、分析するこ

とによって、例えば個々に合わせた学習

プロセスを作成する、生徒の進捗を評価

する、授業を指導する、学習コンテンツ

の効果を測定するといったことが可能に

なる。これは日本で提供され始めた教育

の規模と範囲を拡大しつつある。このよ

うなデータの活用はもちろん教育セク

ターに限られたことではなく、日本の農

業等の伝統的なセクターにも徐々に応用

され始めている。 

http://edmaps.co/en/moocsnews/smart-education/
http://edmaps.co/en/moocsnews/classdo/
https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/
https://globalstatement.wordpress.com/2014/10/01/targeting-regional-learners-with-japanese-mooc/
http://edmaps.co/en/moocsnews/jyukensapuri/
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日本の食糧安全保障 

米を中心とした日本の食糧安全保障は、

国際市場ではなく、伝統的に農家への補

助金と国家統制価格に依存してきた。し

かし、日本市場は環太平洋経済連携協定

によって海外の農産物に開放される可能

性があり、日本の農業の競争力と生産性

に対して疑問の声が上がっている。もう

一つ問題なのは、農業従事者の割合であ

る。1990 年に 7％を超えていた農業従事

者は、2010年までに 4％を下回る 260万人

に落ち込み、さらに 2013 年には 150 万人

にまでほぼ半減した。そのうち専業農業

従事者はわずか 42万人である55。  

脅威となるのは、高い生産性と低価格を

実現した国々である。米国では日本より

も農家の規模ははるかに大きく、技術の

活用もかなり進んでいる。売上高 25 万米

ドル超の米国の農家のうち 70％超が農業

経営にインターネットを活用しており、

小規模農家の 40％超がオンラインで情報

にアクセスしたり農産物を販売したりし

ている。大規模農家は、ネットワークセ

ンサーやクラウドコンピューティングア

プリケーションを使用して圃場を監視し、

スプリンクラーやトラクターといった装

置まで管理している。日本が今や困難に

直面しつつある兆しが見て取れる。 

日本の大手 IT 企業は、農家の利用を見据

えたクラウドサービスの設計を行ってい

る。富士通は 2012 年に農業データ管理

サービス、Akisai（秋彩）を発表し、NEC

は温室の環境条件を監視するクラウドシ

ステムを販売しており、ソフトバンク傘

                                                           
55 Trading Economics (2010), “Employment In 

Agriculture (% of Total Employment) in Japan”, 

http://www.tradingeconomics.com/japan/employment-in-

agriculture-percent-of-total-employment-wb-data.html; 

The Economist (2013), “Farming in Japan, Field Work”, 

http://www.economist.com/news/asia/21576154-fewer-

bigger-plots-and-fewer-part-time-farmers-agriculture-

could-compete-field-work  

下の PS ソリューションズは栽培法を改善

するための圃場監視システムを開発し、

NTT 東日本は無線通信を利用した長距離

農場監視システムを試験している56。  

  

                                                           
56 T. Kato (2014), “Japan’s Tech Firms Rush into 

Agriculture Business”, 

http://www.japantimes.co.jp/news/2014/11/07/national/s

cience-health/japans-tech-firms-rush-into-agriculture-

business/  

http://www.tradingeconomics.com/japan/employment-in-agriculture-percent-of-total-employment-wb-data.html
http://www.tradingeconomics.com/japan/employment-in-agriculture-percent-of-total-employment-wb-data.html
http://www.economist.com/news/asia/21576154-fewer-bigger-plots-and-fewer-part-time-farmers-agriculture-could-compete-field-work
http://www.economist.com/news/asia/21576154-fewer-bigger-plots-and-fewer-part-time-farmers-agriculture-could-compete-field-work
http://www.economist.com/news/asia/21576154-fewer-bigger-plots-and-fewer-part-time-farmers-agriculture-could-compete-field-work
http://www.japantimes.co.jp/news/2014/11/07/national/science-health/japans-tech-firms-rush-into-agriculture-business/
http://www.japantimes.co.jp/news/2014/11/07/national/science-health/japans-tech-firms-rush-into-agriculture-business/
http://www.japantimes.co.jp/news/2014/11/07/national/science-health/japans-tech-firms-rush-into-agriculture-business/
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事例：イオンアグリ創造 

「私たちには役に立つ経験も知識もなかった。しかし、企業として、 

通常は農家が数十年かけて見つけ出すことを学ぶため、 

急勾配の学習曲線を描かなければならなかった」 

－福永庸明氏、イオンアグリ創造社長 

2009 年に設立されたイオンアグリ創造は、日本有数のスーパーマーケットチェーンを擁す

るイオングループの農業子会社である。イオンアグリ創造は日本各地で 200 ヘクタールを

超える 15の農場を運営しており、収穫物は首都圏にあるイオンのスーパーマーケットで販

売されている57。イオン農場で農業に従事しているのは大半がテクノロジーに通じた若い
専門家だが、彼らには農業の経験がほとんど、あるいは全くない。しかし、イオンアグリ
創造は、ICT ツールを活用することによって、熟練した農家の経験と勘への依存を減ら
し、簡単かつスマートに作物を生産および管理できるようにしている。  

 

静岡県沼津市にある富士通のクラウド農業システムの試験場では、センサーで気温と湿度を測定している58 

イオンの農場では、富士通の Akisai（秋彩）クラウドコンピューティングサービスが利用

されている。Akisai はデータセンターに接続されたスマートデバイスとセンサーのネット

ワークから成り、それをもとに日常的な農作業と監視が行われる。作業者は GPS が搭載さ

れたモバイルデバイスによって、使用した農薬や肥料を入力および追跡し、農作業に関す

るデータを収集し、植物の状態を記録し、農作業や植物の病害の様子を写真に撮る。ま

た、センサーを使用し、すべての農場の天候と土壌の状態を定期的に監視している。スプ

リンクラー、ファン、ヒーターは遠隔操作するか、センサーで追跡している温度と湿度の

変化に自動的に対応させることができる。これらのデータはすべて Akisai を通じてリアル

タイムで収集および分析され、イオンアグリ創造が運営する 15の農場と本社に共有されて

いる。 

例えば、小松菜の栽培によって得られたデータを分析することにより、太陽光と熱で除草

し、最適な収穫期を選べば、1 ヘクタール当たりの収穫量が最大で 33％向上することが分

かる。イオンはこれらの客観的データを中心とした結果に基づき、翌シーズンの収穫量を

増大させてきた。富士通によれば、Akisaiによって生産量は 30％から 60％増加し、極端に

                                                           
57 富士通 (2014).「ICTを活用することで、現場のデータに基づくより高度な農業運営を実施 [ イオンアグリ創造

株式会社様 ]」http://www.fujitsu.com/global/vision/2014/casestudy/aeon-agri-create/  
58 S. Knight (2014), “Silicon to Spinach: Japan Tech Helps Farmers Cope with Climate Shifts”, 

http://www.reuters.com/article/2014/08/19/us-japan-tech-farming-idUSKBN0GJ25C20140819  

http://www.fujitsu.com/global/vision/2014/casestudy/aeon-agri-create/
http://www.reuters.com/article/2014/08/19/us-japan-tech-farming-idUSKBN0GJ25C20140819
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長くなりがちな農業従事者の労働時間は最大で 23％削減されている59。農場で得られた

データを販売時点データと組み合わせれば、農場での生産を消費者の需要に合わせること

ができ、イオンの効率性と競争力のさらなる強化につながる。 

 

イオンアグリ創造では、富士通の Akisaiクラウドによって情報を収集し、農場間で情報を共有している60 

要点 

• 日本では、食糧安全保障、地域の経済発展、雇用創出に関する課題を克服するため

の戦略として、農業セクターの活性化が必要であると考えられている。クラウド

サービス、モバイルブロードバンドネットワーク、モバイルデバイスおよびアプリ

ケーション、ビッグデータ分析等の ICT によって、このセクターの革新と成長を促

すことができる。  

• ネットワークセンサーによって周辺環境の観察、監視、測定、管理が容易になるだ

けでなく、収集されたデータから、農業生産を最適化し、（害虫や悪天候等によ

る）無駄を最小限に抑え、安全水準を向上させる（物流の改善等）ための貴重な情

報が得られる。  

• データを活用し、それを理知的に解釈できれば、競争上の強みとなる。 

                                                           
59 Asian News International (2014), “Akisai Food and Agriculture Cloud Services boost agriculture in Japan”, 

http://retail.economictimes.indiatimes.com/news/food-entertainment/grocery/akisai-food-and-agriculture-cloud-services-

boost-agriculture-in-japan/29255301  
60 富士通 (2014).「ICTによる生産の見える化で農業経営を変革（イオンアグリ創造株式会社様）」
http://journal.jp.fujitsu.com/en/2014/11/10/02/ 

農場 A 

農場 B 

農場 C 

生産計画 

生産履歴 

生育情報 作業実績 

収穫量 

本社 クラウド 

http://retail.economictimes.indiatimes.com/news/food-entertainment/grocery/akisai-food-and-agriculture-cloud-services-boost-agriculture-in-japan/29255301
http://retail.economictimes.indiatimes.com/news/food-entertainment/grocery/akisai-food-and-agriculture-cloud-services-boost-agriculture-in-japan/29255301
http://journal.jp.fujitsu.com/en/2014/11/10/02/
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提言 

日本が直面する人口の高齢化は、縮小す

る若い労働力を急速に変化する産業構造

と進化する貿易環境にどう適応させるか

という戦略的な問題を突き付けている。  

1. アプリケーションが世界の貿易およ

び投資の「消費者化」を主導し、

ソーシャルメディアがそれを助長す

る中、それと足並みを揃える形で家

電や自動車等のデジタル産業におけ

る日本の世界的なリーダーシップは

困難に直面している。それは先進的

なデジタル大国であることの難しさ

であり、方向転換という難題である。

この課題に対応するには、デジタル

能力を身に付け、常に自らを改革で

きる労働力という人的要因が極めて

重要な要素となる。 

2. MOOC の事例研究は、実地での再教

育とスキル向上の両方の可能性と、

有効性と利用可能性を最大限に高め

るためにコースをあらゆるプラット

フォームで相互運用可能にする必要

性を示している。MOOC は民間で運

営することもできるが、オンライン

コースの国家基盤に組み込むことも

可能であり、あらゆる年齢の人々が

広く利用できる。MOOC が成功する

には、規模、教育学上の多様性（オ

ンライン、教室、グループでの共同

学習）、認証機構が必要である。 

3. 社会および食品安全保障の観点から

考えれば、日本の農業セクターは特

に重要な経済部門であるが、農場の

規模が小さく、隣接していないこと、

および農家が高齢化していることが

障害となっている。このような状況

ではデジタルテクノロジーを大規模

に応用することは難しいが、クラウ

ドコンピューティングテクノロジー

の進化によって、作物管理および情

報システムを導入することが可能に

なっている。これには、農業の経験

や知識はほとんどないがテクノロ

ジーに通じている若い農家を呼び込

むという別の利点もある。ICT は購

入者や消費者にオンライン品質保証

を提供するのにも活用されている。

品質の問題は、日本にとって競争上

の強みである。政策ではこれらの発

展を重視し、促進すべきである。  
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韓国のデジタル経済 

韓国は 1990 年代後半にアジアのデジタル

大国として頭角を現した。サムスンの本

拠地であり、スマートフォンがくまなく

普及している韓国は、ブロードバンド普

及率とビットレートでも世界をリードし

ている61。そのため、韓国国民はテクノロ

ジーに通じている傾向にあり、デジタル

化の先端にいる。金融サービス業界が代

表的な例で、2014 年にはインターネット

バンキング口座は 9,300万を超え、そのう

ち 45％がスマートフォンを利用したもの

だった62。  

しかし、金融テクノロジー（フィンテッ

ク）セクターの登場によって、成長が鈍

く、規制が厳しく、アクセスが比較的制

度化されていた業界は変化を迫られてい

る63。政府はまず、10年間にわたって実施

してきたセキュリティー政策を撤廃した。

これはオンラインバンキングおよび e コ

マース取引に ActiveXによる「公的デジタ

ル証明書」の使用を義務付けるもので、

韓国のオンライン決済システムを圧迫し

ていた64。朴槿恵大統領は、ActiveX と公

的デジタル証明書によって、中国人消費

者は韓国のオンラインショッピングモー

ルでチョン・ソンイの商品を購入できな

いと指摘し、後進的なデジタル金融シス

テムの皮肉をまとめた。なお、チョン・

                                                           
61 OECD (2014), “OECD Broadband Statistics Update”, 

http://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics-

update.htm  
62 Etnews (2014), “인터넷뱅킹 등록자 1억명 

육박…급증하는 스마트폰 뱅킹이 성장 동인”, 

http://www.etnews.com/20140819000302  
63 AsiaOne (2015), “Korea's Fintech: Boon or bane”, 

http://business.asiaone.com/news/koreas-fintech-boon-

or-bane  
64 Wall Street Journal (2014), “Consumers Push Park to 

Pull the Plug on ActiveX” 

http://blogs.wsj.com/korearealtime/2014/03/28/consumer

s-push-park-to-pull-the-plug-on-activex/  

ソンイは韓国の人気恋愛ドラマの登場人

物である65。 

公式証明書66の暗号化テクノロジーは、も

ともとはインターネットでの銀行および

商取引を保護するために 1990 年に韓国政

府が開発した67。韓国は当時、時代の先端

を行っていたが、独自の認証テクノロ

ジーの強制が、長年にわたって革新と韓

国のオンラインバンキングおよび eコマー

ス市場への参入を希望する外国企業の障

害となってきたのである。銀行は Internet 

Explorer（IE）ブラウザ限定のオンライン

提供を最適化しなければならず、ユー

ザーはそれに伴う追加プラグイン、セ

キュリティーパッチ、面倒な認証プロセ

スに慣れていった68。  

韓国金融委員会（FSC）は 2014 年に非金

融企業の市場参入における障害を撤廃す

る計画を発表し、フィンテックのスター

トアップを促進するための支援と既存の

法令を検証するために組織された作業部

会を通して、高付加価値を持つフィン

                                                           
65 チョン・ソンイは「星から来たあなた」の登場人

物である。チョン・ソンイが身に着けていたジュエ

リーや洋服等の番組の商品が、淘宝網や JD.comを

含むさまざまなオンラインショッピングモールでの

各種関連製品の購入に対する関心を高めた。
http://china.joins.com/portal/article.do?method=detail&t

otal_id=14227519を参照。  
66 公式証明書は公開鍵基盤（PKI）に基づく個人デ

ジタル署名で、300米ドルを超える取引に用いられ

る。 
67 G. Shukla (2012), “How South Korea Became Slave to 

Microsoft Internet Explorer”, 

http://gadgets.ndtv.com/internet/news/how-south-korea-

became-slave-to-microsoft-internet-explorer-223429  
68 BusinessKorea(2015), “ActiveX Actively Going: 

South Korean Gov’t to Repeal Active X Security 

Requirement”, 

http://www.businesskorea.co.kr/article/9936/activex-

actively-going-south-korean-gov%E2%80%99t-repeal-

active-x-security-requirement  

http://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics-update.htm
http://www.oecd.org/sti/broadband/broadband-statistics-update.htm
http://www.etnews.com/20140819000302
http://business.asiaone.com/news/koreas-fintech-boon-or-bane
http://business.asiaone.com/news/koreas-fintech-boon-or-bane
http://blogs.wsj.com/korearealtime/2014/03/28/consumers-push-park-to-pull-the-plug-on-activex/
http://blogs.wsj.com/korearealtime/2014/03/28/consumers-push-park-to-pull-the-plug-on-activex/
http://china.joins.com/portal/article.do?method=detail&total_id=14227519
http://china.joins.com/portal/article.do?method=detail&total_id=14227519
http://gadgets.ndtv.com/internet/news/how-south-korea-became-slave-to-microsoft-internet-explorer-223429
http://gadgets.ndtv.com/internet/news/how-south-korea-became-slave-to-microsoft-internet-explorer-223429
http://www.businesskorea.co.kr/article/9936/activex-actively-going-south-korean-gov%E2%80%99t-repeal-active-x-security-requirement
http://www.businesskorea.co.kr/article/9936/activex-actively-going-south-korean-gov%E2%80%99t-repeal-active-x-security-requirement
http://www.businesskorea.co.kr/article/9936/activex-actively-going-south-korean-gov%E2%80%99t-repeal-active-x-security-requirement
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テックの推進を 2015 年の優先課題とする

ことを強調した69。  

これらの進展は、世界の動向と、韓国企

業が遅れを取り、韓国社会がデジタルの

可能性を十分に享受できていないとの認

識を受けたものである。フィンテック企

業は、世界中で既存のビジネスモデルを

混乱させ、金融サービス業界を抜本的に

変えつつある。Google Wallet、PayPal、

Apple Pay、Square、Alipayはいずれも非伝

統的な金融プレーヤーで、現在はクラウ

ドファンディング、ピア・ツー・ピア・

レンディング、アルゴリズムによる資産

管理、テーマ別の投資および決済等の金

融分野の消費者や企業が参加している。

ソーシャルメディア、モバイルデバイス、

ビジネスアナリティクス、クラウドコン

ピューティングの組み合わせは手ごわく、

金融勢力の伝統的な砦である銀行に挑戦

を突き付けている。また、それらは消費

者、小規模企業、市民社会に広範な利益

をもたらすような形で、金融市場および

金融ツールへのアクセスを急速に拡大し

ている。  

このように、サムスンや LGの本拠地であ

りながら、韓国ではフィンテック業界は

比較的新しく、このことからいくつか反

省点が浮かび上がってくる。例えば、IDC

の「世界のフィンテック企業上位 100 社」

リストに韓国企業は入っておらず70、また

Daum-Kakao の KakaoPay が発表されたの

は、AliPay から遅れること数年後のこと

だった。政府は引き続きスタートアップ

とテクノロジー企業の参加を促すための

                                                           
69 The Korea Bizwire (2015), “Financial Regulator Vows 

to Clean out Fintech Restrictions”, 

http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-

clean-out-fintech-restrictions/32230  
70 J. Hong, G. Kim, D. Kim (2014), “S.Korea’s Fintech 

Industry in Infant Stage”, 

http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?rss=Y&sc=3

0800011&year=2014&no=1581752  

取り組みを強化しているが71、テクノロ

ジー企業側にはフィンテックに殺到する

様子は見られない。例えば、韓国の最大

手インターネット企業である Daum Kakao

と Naverは、どちらも規制の不確実性を理

由に、銀行サービスの提供で直接競争す

る準備をしていない72。一部の業界関係者

は ActiveXを利用した認証への長年にわた

る依存を解消するには減速帯を通過しな

ければならないと予測しており73、これが

フィンテックの革新をさらに妨げている。  

しかし、Viva Republica、8 Percent、Newsy 

Stock 等の企業がその割れ目に革新的に入

り込んでおり、確実な変化の兆しも見て

取れる。Viva Republica は、銀行送金の方

法を簡素化している。同社のモバイル送

金アプリケーションである Toss では、

ユーザーは受領者の電話または口座番号

と 5 桁のパスワードを入力するだけで送

金できる。受領者はアプリケーションを

ダウンロードする必要はなく、受領した

URL リンクを通じて口座に預金できる。

しかし、金融サービス企業の 10 億韓国

ウォン（90 万米ドル超）の開始資本要件

や政府による 1 カ月の審査プロセス等、

障害も残る。規制が行き過ぎると萎縮効

果が生じる可能性がある。8 Percent は一

時期、インターネットでの P2P レンディ

ングとクラウドファンディングの提供を

金融監督院から禁止された74。同社はオン

                                                           
71 Yonhap (2015), “Financial Regulator Vows to Clean 

Out Fintech Restrictions” 

http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-

clean-out-fintech-restrictions/32230    
72 J. Hong (2015), “Daum Kakao, Naver Not to Jump in 

Internet Primary Banking Business”, 

http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?sc=3080000

1&cm=Top%20Story&year=2015&no=33229&relatedco

de=&mc  
73 Y. Han (2015), “'액티브 X 폐지'를 바라보는 두가지 

시선”,http://www.moneyweek.co.kr/news/mwView.php?

no=2015032618578062173  
74 Chosun Biz (2015), “금감원,P2P 대출업체 8퍼센트 

폐쇄조치”, 

http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-clean-out-fintech-restrictions/32230
http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-clean-out-fintech-restrictions/32230
http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?rss=Y&sc=30800011&year=2014&no=1581752
http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?rss=Y&sc=30800011&year=2014&no=1581752
http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-clean-out-fintech-restrictions/32230
http://koreabizwire.com/financial-regulator-vows-to-clean-out-fintech-restrictions/32230
http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?sc=30800001&cm=Top%20Story&year=2015&no=33229&relatedcode=&mc
http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?sc=30800001&cm=Top%20Story&year=2015&no=33229&relatedcode=&mc
http://news.mk.co.kr/english/newsRead.php?sc=30800001&cm=Top%20Story&year=2015&no=33229&relatedcode=&mc
http://www.moneyweek.co.kr/news/mwView.php?no=2015032618578062173
http://www.moneyweek.co.kr/news/mwView.php?no=2015032618578062173
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ラインローン申請を借り手の資格ととも

に評価し、利息と手数料の算出基準とな

る信用等級を割り当てている。世界の他

の国々では、P2P レンディングはフィン

テックの最も有力な分野の一つとみなさ

れている75。 

  

                                                                                    
http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/02/04/201

5020402585.html 
75 最も初期に誕生し、有数の規模を誇る P2Pレン

ディングマーケットプレイスの Lending Clubは、

2014年 12月に株式を公開した。  

http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/02/04/2015020402585.html
http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/02/04/2015020402585.html
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事例：Newsy Stock 

「フィンテックは単にモバイルや ITの問題ではない。一人ひとりのお客様に価値
と利益を提供することがフィンテックの中心であるべきだ」 

– Moon Hongjib、Newsy Stock共同設立者兼共同 CEO 

 

2011 年に父と息子によって設立された Newsy Stock は、オンラインおよびデータプラッ

トフォームを活用し、投資初心者や三流投資家に力を与えることによって、株式市場を

民主化することを理念としている。プラットフォームはアクセスコストを低減し、その

両側に存在する顧客と投資基盤の規模と範囲を拡大する。 

韓国証券取引所には 1,900銘柄を超える株式が上場しているが、従来の証券会社はそのう

ちわずか 500 銘柄ほどしか扱っておらず、大型の高額な株式が中心で、主に機関投資家

を対象としている。言い換えれば、ほぼすべての小型株およびペニー株を含む韓国の株

式の約 75％は、大部分が分析されないまま残されているのである。韓国の会社報告書の

リポジトリであるデータ分析・検索・転送（Data Analysis, Retrieval and Transfer）

（DART）システム等で公開されている情報は、ほとんどの個人投資家にとっては複雑す

ぎて解読できない場合が多い。したがって、Newsy の目標は、三流投資家、投資初心

者、個人投資家に判読可能な質の高い投資情報を提供することである。  

次世代サービス 

Newsy Stockの共同創設者兼共同 CEOである Moon Hongjibは、自身を韓国におけるフィ

ンテックサービスの第一世代だと考えている。Moon は韓国で最初の証券会社の一つであ

る Daeshin Securities で、副社長兼最高情報責任者として先駆的な韓国初のホームトレー

ディングシステム（HTS）、Cybos を担当し、2001 年に BusinessWeek 誌の「アジアのス

ター50人」（50 Stars of Asia）に選出された76。Hongjibは、誰もが利用できる質の高い情

報機関を設立することを視野に 2011年に Daeshinを退職した。Hongjibの息子で共同 CEO

の Ryan Moonもその理念を共にするため、父親の後に続き、Polaris Securities（現 Yuanta 

Securities）での資産運用の仕事から離れた。  

 

 

                                                           
76 Bloter.net (2015), “[K핀테크] 고객이 돈 벌게 해줘야 진짜 핀테크”, http://www.bloter.net/archives/222688  

http://www.bloter.net/archives/222688
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Newsy Stockのマルチチャネルの提案 

 

Newsy Stockの定量分析エンジンは、父と息子の 2人の金融工学および業界に関するノウ

ハウの集大成である。Moon 親子は、各銘柄につき 20 以上の要因に基づいて株価モメン

タムを予測するアルゴリズムを開発した。株価はその後、標準化され、相対的なパーセ

ンタイルスコアを割り当てられ、ランク付けされる。そして、アルゴリズムに基づくさ

らなるシミュレーションにより、望ましい銘柄のポートフォリオが選択される。この

ポートフォリオの 2014年の平均収益率は 146％だった77。 

Newsy Stock は、改善の余地も成長の余地も十分にあるとみている。1 つ目として、

Newsy Rank サービスは完全に自動化されているが、ポートフォリオサービスに関して

は、株式市場のパフォーマンスに影響を及ぼす外部事象を反映させるのに依然として人

間が介在しなければならない。データベースを管理し、データの完全性を確保するのに

も、人の手が必要である。2 つ目に、同社は海外進出の準備を進めており、香港を皮切り

に 2015年後半には中国のサービスが加わる予定である78。  

試験的なサービスを中心に、同社の会員数はすでに 15 万人を突破している。その野心を

考えれば皮肉なことだが、Newsy は多くの証券会社に恩恵をもたらしつつある。証券会

社は、以前は競争力を維持するために手数料を削らざるを得なかったが、顧客基盤の拡

大を目指す中で、Newsy のサービスを自ら利用し、小口投資家を獲得できるようになっ

た。例えば、Kisum Securitiesは、Newsy Stockから転売できる質の高い情報を基に手数料

の 100％引き上げを実現した79。  

Ryan Moon はフィンテックにさらなる可能性を見出しているが、「（銀行または保険口

座開設時の）対面要件は、オンライン取引が主流になる以前の時代に定められたもの」

だとして、顧客確認（KYC）規制の緩和を期待している80。  

 

 

                                                           
77 Microsoftware (2015), “달걀을 여러바구니에 나눠 담으라고? 어느 바구니에?”, 

https://www.imaso.co.kr/news/article_view.php?article_idx=20150225111505  
78 TechNode (2015), “NewsyStock Helps Investors Master the Market,” http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-

interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/  
79 TechNode (2015), “NewsyStock Helps Investors Master the Market,” http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-

interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/  
80 金融実名取引および秘密保障に関する法律に基づき、いかなる金融機関も対面していない顧客の口座を開設す

ることは認められていない。  

ブローカー向け 

トレーディングシステム 

ウェブ 

アプリケーション 

https://www.imaso.co.kr/news/article_view.php?article_idx=20150225111505
http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/
http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/
http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/
http://technode.com/2015/01/16/korean-startup-interview-newsystock-helps-individual-investors-know-secrets-market/
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要点 

• 韓国は、主にセキュリティーに関する制限規定と伝統的なサイロアプローチに

よって、フィンテックでは遅れを取っているが、破壊的かつ世界的な野心の下、

Newsy Stockや 8 Percent等のスタートアップおよび Daum Kakaoをはじめとするイ

ンターネット大手による革新的な進展の兆しも増しつつある。  

• 戦略的な理由から、韓国は特にサイバーセキュリティーの分野において銀行およ

び金融システムの厳しい統制を維持することが必要であると考えている。 

• 結果として、規制の曖昧さにより、伝統的な有力金融サービス機関および一部の

大手テクノロジー企業は今後も代替的なビジネスモデルで銀行に挑むことができ

ない可能性が高いと思われる。 

• しかし、革新を促し、経済競争力を高めなければならないということは、韓国の

テクノロジーにおける強みを利用すれば、積極的かつ機敏な企業には急激な利益

と成長機会がもたらされる可能性があるということである。 
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デジタルを通じた食事宅配 

韓国には独特の食文化があり、それが食

品産業の発展のあり方を支えてきた。そ

の特徴は、外食や出前に関連するさまざ

まな語彙に歴然と表れている。韓国の多

くの職場では、昼食または夕食には

Woisik（「外食」）という言葉が基本であ

る。街中には遅くまで勉強する学生や深

夜の軽食を求めるバーの常連客向けに

yasik（「夜食」）を提供する 24 時間営業

のレストランが点在している 81。Baedal

（「デリバリー」）はほぼフライドチキ

ンのみに使用され、中華料理店等が宅配

を行っている。  

この 10 年で、美味しい食事を提供するレ

ストランを指す matjib（「旨味処」）がそ

れらの語彙に加わった82。matjib の称号を

求めて争う店舗は後を絶たない。最新の

統計によれば、登録されているレストラ

ンおよびバーは 636,000店を超えるが、こ

れは韓国人 80 人当たり 1 店という割合で

ある83。この業界だけで GDP の 10％超を

占め、市場規模は 68 兆韓国ウォン（620

億米ドル）を上回る84。  

                                                           
81 Korea Tourism Board, “Koreans’ Love of Yasik—

where delivery is just a phone call away “, 

http://english.visitkorea.or.kr/enu/AK/AK_EN_1_4_9_4.

jsp 
82 例えば、matjibという言葉が一般的に用いられる

ようになり、Visit Seoul（http://www.visitseoul.net/kr/）

等の公式旅行サイトでもお薦めのレストランに

matjibという言葉が使用され、外国人ブロガーも韓

国のグルメ文化に関するブログでこの言葉を使い始

めた。  
83 Korea Statistics (KOSIS) (2014), “Number of 

Establishments by Business Classification”, 

http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=D

T_1K52B01&vw_cd=&list_id=&scrId=&seqNo=&lang_

mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=K1&path

=# 
84 N. Oh (2013), “[비즈 칼럼] 외식업을 미래 

성장동력으로”, 

http://jjlife.joins.com/club/club_article.asp?total_id=1285

5353 

そのため、競争は熾烈である。隣接する

ブロックあるいは一つのアパートに同じ

ようなものを提供する宅配レストランが

複数存在するのが一般的である。例えば、

2014 年末までにチキンのフランチャイズ

は全国で 300、個人店舗は 43,000 店を超

えた。これは世界のマクドナルドの店舗

数よりも 8,000 店多い85。供給が需要を上

回っているというのが業界の大方の見方

である86。この市場は、従業員が 3 名未満

の「家族経営店」が中心である87。それら

を所有し運営しているのは通常、40 代お

よび 50 代で業界経験がなく、それまでの

仕事を解雇された後に収入を得ようと模

索している店主である88。  

スマートフォンが普及した 2013 年以降89、

携帯電話と関連アプリケーションは食品

業界になくてはならないものとなった。

食事注文アプリケーションの出現は、デ

ジタル革新と伝統的なセクターの転換を

示す好例である。このアプリケーション

は、レストランの宅配メニューのディレ

クトリを集めたもので、顧客が携帯端末

で簡単に食事を注文できる。業界予測で

                                                           
85 Korea Joongang Daily (2014), “Forced from Jobs, 

Retirees Enter a Game of Chicken”, 

http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.

aspx?aid=2996184  
86 Korea Joongang Daily (2014), “Forced from Jobs, 

Retirees Enter a Game of Chicken”, 

http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.

aspx?aid=2996184  
87 Korea Statisticsによれば、2013年現在、韓国では

635,740店のバーおよびレストランが登録されてお

り、それらの店舗で 1,824,214 人が雇用されている。 
88 Korea Joongang Daily (2014), “Forced from Jobs, 

Retirees Enter a Game of Chicken”, 

http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.

aspx?aid=2996184  
89 2013年現在、韓国におけるスマートフォン利用

者の割合は 95％を超えている。モバイルインター

ネット利用者の 73％はWi-Fiでインターネットに接

続しており、63％がすでに LTEを利用している。

Flurry Analyticsによれば、韓国は世界で最初にス

マートフォン市場が飽和状態に達した国である。 

http://english.visitkorea.or.kr/enu/AK/AK_EN_1_4_9_4.jsp
http://english.visitkorea.or.kr/enu/AK/AK_EN_1_4_9_4.jsp
http://www.visitseoul.net/kr/
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1K52B01&vw_cd=&list_id=&scrId=&seqNo=&lang_mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=K1&path=
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1K52B01&vw_cd=&list_id=&scrId=&seqNo=&lang_mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=K1&path=
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1K52B01&vw_cd=&list_id=&scrId=&seqNo=&lang_mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=K1&path=
http://kosis.kr/statHtml/statHtml.do?orgId=101&tblId=DT_1K52B01&vw_cd=&list_id=&scrId=&seqNo=&lang_mode=ko&obj_var_id=&itm_id=&conn_path=K1&path=
http://jjlife.joins.com/club/club_article.asp?total_id=12855353
http://jjlife.joins.com/club/club_article.asp?total_id=12855353
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
http://koreajoongangdaily.joins.com/news/article/Article.aspx?aid=2996184
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は、韓国の食事宅配市場は 12 兆韓国ウォ

ン（1,050 億米ドル）の規模を持つ。一方、

下流の広告市場はその約 10分の 1の 1兆

韓国ウォン（8 億 8,000 万米ドル）で、

2015 年には 1.5～2 兆韓国ウォンに達する

と予想される。Shinhan Financeは、今後 5

年間、食事宅配アプリケーション市場は

毎年約 20％成長すると予測している90。 

  

                                                           
90 Shinhan Finance Investment (2014), “Era of Delivery”, 

http://hkconsensus.hankyung.com/apps.analysis/analysis.

downpdf?report_idx=331418 

http://hkconsensus.hankyung.com/apps.analysis/analysis.downpdf?report_idx=331418
http://hkconsensus.hankyung.com/apps.analysis/analysis.downpdf?report_idx=331418
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事例：Baedal Minjok 

 

韓国語で「宅配の国」を意味する Baedal Minjok は、「韓国のすべての食事宅配チラシを

モバイルに集約する」というシンプルでありながら大胆な目標を掲げ、2010 年に Bongjin 

Kim（CEO）と Kwangsoo Kim（CTO）の兄弟が率いるスタートアップ、Woowa Brothers

によって設立された91。Baedal Minjokは、食事注文アプリケーションで、食事自体を実際

に宅配するわけではない。消費者に宅配リストを無料で提供し、レストランからプレミ

アムウェブサイトリストへの掲載料とモバイルアプリケーションを通じて直接処理され

た注文に対する手数料を徴収する。運用開始から 1年で Baedal Minjokの宅配レストラン

のリストは、Naver 等の大手インターネットポータルや、さらには番号案内サービスの

114を凌ぐまでになった。2015年までに Baedal Minjokは韓国に推定 20万店あるレストラ

ンのうち 15万店の宅配リストを提供しており、アクティブユーザーは 290 万人、ダウン

ロード数は 1,500万を超えた92。利用状況について見ると、1カ月当たり 250～300万件の

レビューが投稿され、520 万件の注文が処理されている93。2014 年だけで注文件数は

4,000万件に達したが、これは韓国全体で 1カ月間に 1家族当たり 2件の宅配注文があっ

たということである94。 

収益源は、リストを検索結果のトップに表示するプレミアム広告と、アプリケーション

から直接処理された注文である。注文には 1 件当たり 5.5％から 9％の手数料が課されて

いる。2015年には、宅配した食事の代金を KakaoPayによって直接決済できるようにし、

ワンストップの宅配サービスを実現することを目指している。 

Baedal Minjok の力強い成長を支えているのは、数年前からレストラン業界で起こってい

るデジタルへの抜本的な移行である。家族経営店は、これらのアプリケーションを補完

                                                           
91 The Korea Economic Daily (2011), “전국 배달 전단지 앱에 넣은 '우아한 형제들'”,  

http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?aid=2011071893421 
92 Wall Street Journal (2014), “Korean Food-Order Directory Service Seeks to Build ‘Delivery Nation’”, 

http://blogs.wsj.com/korearealtime/2015/01/23/korean-food-order-directory-service-seeks-to-build-delivery-nation/および

Woowa Brothersの PRマネージャーである Hokyeong Seong氏へのインタビュー 
93 Woowa Brothersの PRマネージャーである Hokyeong Seong氏へのインタビュー、2015年 3月 26日 
94 KOSISによれば、2014年の韓国の世帯数は 1,750万である。  

http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?aid=2011071893421
http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?aid=2011071893421
http://blogs.wsj.com/korearealtime/2015/01/23/korean-food-order-directory-service-seeks-to-build-delivery-nation/
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的なマーケティングツールとして活用し始めただけでなく、これらのアプリケーション

によって提供されるサービスを日常業務に不可欠なものとして取り入れ、ビジネス戦略

を分析し、顧客経験および提供する食事の品質を監視している。少なくとも 2 つの主要

分野に明らかな変化が見られる。 

1 つ目に、小規模レストランのビジネスチャンスが劇的に拡大した。食事注文アプリケー

ションが登場するまでは、ほとんどの宅配レストランが地区またはアパート内の零細市

場で営業していた。これらの店舗が数キロメートルの範囲を超えて顧客を開拓すること

はめったになかった。現在は、宅配エリア内でスマートフォンを持っていれば誰でも
ターゲットとなる。同じような種類の食事を提供しているレストランでも、顧客の評価

が高ければ順位が上がり、注文が増える。実際に Baedal Minjokの受注額上位 10位のレス

トランのうち 8 店が「美味しい食事を提供しているにもかかわらず、顧客とつながる術

を知らない地元の家族経営店」だった95。Baedal Minjok では、このような店舗が会員の

60％を占める96。 

2つ目に、Baedal Minjokをはじめとするグルメアプリケーションによって、オンライン空

間に広告および口コミが持ち込まれた。デジタル広告であれば、金額に見合う価値をほ

ぼ間違いなく安く簡単に示すことができる。これまで零細および小規模レストランは、

チラシ、地域のレストランガイド、地方紙の広告を利用するのが一般的だった。しか

し、地方紙の一面に広告を載せるのには 15～20 万韓国ウォン（130～180 米ドル）かか

る。これに印刷および配達費が加わるため、このようなマーケティングには 1 カ月当た

り優に 30万～50万韓国ウォン（250～450米ドル）の費用がかかる可能性がある97。チラ

シの効果を測るのは難しい。しかし、歩合制であれば、アプリケーションを通じてどの

くらいの注文を得られたかを計算し、費用対効果を判断することができる。Baedal 

Minjokの調査によれば、家族経営店が Baedal Minjokに支払っている金額はこれまでチラ

シに費やしていた金額の 25％だが、収益成長の効果は 2倍になっている98。 

 

Baedal Minjokアプリケーションの機能 

（左から右へ：食事の種類、レストランのリスト、顧客のレビュー、顧客とのやり取り） 

 

                                                           
95 Chosun Biz (2015), “ 신유통인] 음식배달 앱시장 의 60% 장악 "주문 순간에도 재미 느끼세요" J, 

http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/01/20/2015012004384.html 
96 Woowa Brothersの PRマネージャーである Hokyeong Seong氏へのインタビュー、2015年 3月 26日 
97 Money Today (2011), “음식 배달, 스마트폰에서 찾아보세요”, 

http://news.mt.co.kr/mtview.php?no=2011021719568158067  
98 Woowa Brothersの PRマネージャーである Hokyeong Seong氏へのインタビュー、2015年 3月 26日 

http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/01/20/2015012004384.html
http://biz.chosun.com/site/data/html_dir/2015/01/20/2015012004384.html
http://news.mt.co.kr/mtview.php?no=2011021719568158067


 

46 

 

プラットフォームと成長 

Baedal Minjok の漫画のようなインターフェースには、幅広い包括的な機能が隠されてい

る。メニューはほとんどが写真付きで、顧客からレビューが投稿されている。利用者が

メニューを選ぶと、店舗に電話するか、すぐに注文し、食事を住所まで配達してもらう

ためのボタンが表示される。利用者はアプリケーションで注文した食事の代金をクレ

ジットカード、電話代または KakaoPay（最近発表されたモバイルウォレット）で支払え

るため、注文は簡単である。 

同社は現在、海外進出に乗り出している。早い段階で主要な技術的特徴を決定していた

ことが海外進出につながった。日本では、メッセージアプリケーションである Line との

ジョイントベンジャーとして、Line Bros. Corpを設立した。国内での事業規模と地域での

成長の加速に対する見通しとが相俟って、Goldman Sachs 率いるコンソーシアムから約

3,500万米ドルの融資を受けることに成功した99。 

要点 

• スマートフォンと革新的なアプリケーションは、食事宅配サービスセクターをデ

ジタル化し、数年で韓国の食文化における本質的な役割を担うようになった。こ

のセクターは、かつてはテクノロジーにあまり精通していない零細企業が中心

で、顧客とのつながりを電話とチラシに頼っていた。 

• 店主のデジタル化により、家族経営店は、スマートフォンやタブレット、パソコ

ンを通じて、マーケティングに投資利益率（ROI）を活用し、顧客からのフィー

ドバックを監視し、食事の質を管理することができるようになった。 

                                                           
99 Wall Street Journal (2015), “Korean Food-Order Directory Service Seeks to Build ‘Delivery Nation’”, 

http://blogs.wsj.com/korearealtime/2015/01/23/korean-food-order-directory-service-seeks-to-build-delivery-nation/  

http://blogs.wsj.com/korearealtime/2015/01/23/korean-food-order-directory-service-seeks-to-build-delivery-nation/
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提言 

1. フィンテック業界を促進する上で、

トップダウンの政治的関与は重要な出

発点となるが、その後、目的に沿った

政策を策定し、実行することも必要で

ある。  

2. 信頼を構築し、より多くの企業の参加

を促しながら、フィンテック業界を見

つめるには、スタートアップコミュニ

ティーを含む民間セクターとの政策に

関する透明な参加型の検討および審議

プロセスが必要とされる。  

3. 韓国政府は、金融セクターの過去の規

制から学んだ教訓を指針として生かす

べきである。ベンダーに依存しないテ

クノロジーの推奨、セキュリティーに

関連する規制の機会費用、オンライン

とオフラインの調和が例として挙げら

れる。 

4. スタートアップは、テクノロジーのみ

ならず政策の限界を押し広げることに

よって、革新と破壊を行う。したがっ

て、スタートアップが処罰を受ける、

あるいは事業を解体されることを恐れ

ることなく、実験と革新を行える環境

を提供することが非常に重要である。 

5. 国際市場と足並みを揃えた位置情報

サービスおよびデジタル決済を韓国に

根付かせることが、フィンテックまた

はグルメアプリケーション事業を手掛

ける韓国企業が海外に進出する際の支

えとなる。 
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黎明期にあるベトナムのデジタル経済 

ベトナムのインターネット利用者数は、

2014 年までにすでに 4,000 万人を超えて

いた（人口の 44％）100。アジアの多くの

発展途上経済がそうであるように、e コ

マース、オンラインゲーム、インター

ネットコンテンツサービス、ソーシャル

メディア、オンライン広告がインター

ネット経済を牽引している101。そして、

それぞれを軸として、それらを支えるエ

コシステムが構築されつつある。しかし、

ソーシャルネットワーク、モバイルゲー

ム、オーバーザトップサービス等を含む

インターネットサービスに対する規制に

関しては、ベトナムの政策は極めて抑制

的である。  

ベトナムは急速に世界有数のモバイル大

国に成長したが、ベトナムでのインター

ネットの普及には、3G ネットワークへの

投資が不可欠だった。最大速度 42Mbpsを

誇るそのネットワークは、多くの先進国

の通信インフラストラクチャーにも引け

を取らない102。3GB のモバイルデータが

わずか 10 米ドル程度で、可処分所得の

5％未満と非常に手頃である103。ベトナム

                                                           
100 Viet Nam News (2012), “Viet Nam Ranks in World’s 

Top 20 Nations For Internet Use”, 

http://vietnamnews.vn/Economy/228605/viet-nam-ranks-

in-worlds-top-20-nations-for-internet-use.html および
ITU (2014), ITU World Telecommunication/ICT 

Indicators database, Fixed (Wired)-Broadband 

Subscriptions, Wireless-Broadband Subscriptions, 

Percentage of Individuals Using the Internet. 
101 VietNamNet Bridge (2014), “VN’s Internet Company 

Valued at US$1 billion”, 

http://english.vietnamnet.vn/fms/science-it/109179/vn-s-

internet-company-valued-at-us-1-billion.html  
102 Vietnam News Agency (2014), “VN Mobile Carriers 

Boost 3G in Lieu of 4G Launch”, 

http://vietnam.vnanet.vn/vnp/en-us/13/102429/news/vn-

mobile-carriers-boost-3g-in-lieu-of-4g-launch.html  
103 GMGC (2014), “Vietnam’s Mobile Game Market: 

Good News for Developers”, 

http://site.gmgc.info/en/2014/11/14/vietnams-market-

good-news-for-developers/  

では誰もがコンピューターを購入できる

わけではないが、実質的に全員が携帯電

話を所有しており、スマートフォン利用

者も増加している104。  

eコマースとオンライン決済 

ベトナム経済の変革において、e コマース

がすでに中心的な役割を果たしているこ

とは明らかである。2014 年のベトナムに

おける B2Cの eコマースの売上高は約 30

億米ドルで、小売売上高の 2％超を占め、

顧客のオンライン支出額は平均で 145 米

ドルだった105。依然として現金が王座に

あることに変わりはなく、オンライン利

用者の 64％が現金での支払いを選択して

いるが、すでに 47％が e ウォレットで支

払いを行い、14％がオンラインバンキン

グを利用している106。e コマースの成功の

根底には、それを支える物流、決済、配

送を中心とする企業のエコシステムがあ

る。 

                                                           
104 A. Do (2014), “Oops. Vietnam Likely have 22 million 

Smartphone Users, not 33 million”, 

https://www.techinasia.com/oops-vietnam-22-million-

smartphone-users-33-million/  
105 VietNamNet Bridge (2014), “Vietnam’s E-commerce 

Revenue in 2014 Touched $3b”, 

http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietna

m-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html  
106 VietNamNet Bridge (2014), “Vietnam’s E-commerce 

Revenue in 2014 Touched $3b”, 

http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietna

m-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html  

http://vietnamnews.vn/Economy/228605/viet-nam-ranks-in-worlds-top-20-nations-for-internet-use.html
http://vietnamnews.vn/Economy/228605/viet-nam-ranks-in-worlds-top-20-nations-for-internet-use.html
http://english.vietnamnet.vn/fms/science-it/109179/vn-s-internet-company-valued-at-us-1-billion.html
http://english.vietnamnet.vn/fms/science-it/109179/vn-s-internet-company-valued-at-us-1-billion.html
http://vietnam.vnanet.vn/vnp/en-us/13/102429/news/vn-mobile-carriers-boost-3g-in-lieu-of-4g-launch.html
http://vietnam.vnanet.vn/vnp/en-us/13/102429/news/vn-mobile-carriers-boost-3g-in-lieu-of-4g-launch.html
http://site.gmgc.info/en/2014/11/14/vietnams-market-good-news-for-developers/
http://site.gmgc.info/en/2014/11/14/vietnams-market-good-news-for-developers/
https://www.techinasia.com/oops-vietnam-22-million-smartphone-users-33-million/
https://www.techinasia.com/oops-vietnam-22-million-smartphone-users-33-million/
http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietnam-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html
http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietnam-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html
http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietnam-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html
http://english.vietnamnet.vn/fms/business/124154/vietnam-s-e-commerce-revenue-in-2014-touched--3b.html
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事例：NganLuong 

 

2001年に PeaceSoftの CEOである Nguyen Hoa Binhがソフトウェア企業として PeaceSoft

を設立したとき、彼はまだ大学 2 年生だった。2005 年には、ベトナムにおけるインター

ネットの成長を受け、Nguyenは PeaceSoftの事業を eコマースに絞り、米国のベンチャー

キャピタル企業である IDG からの最初のシリーズ A 投資に備えた。シリーズ B 投資は

2008年に日本のソフトバンクが引き受けたが、その時点で PeaceSoftのバリュエーション

は 12倍になっていた。その後、PeaceSoftは 2011年に eBayからシリーズ C投資、2013年

にはマレーシアのMOL Groupから戦略的投資を受けた。MOL Groupは、事業者向けに地

域規模の独自の電子決済システムを展開しており、特にゲーム市場に強い。  

現在、PeaceSoft は e コマース大手に数えられ、eBay Vietnam、配送および CoD ゲート

ウェイの ShipChung.vn、倉庫およびフルフィルメント業者の BoxMe.vn 等を含む企業グ

ループを傘下に収めており、従業員数は東南アジア 5拠点で 350名を超える。  

 

電子決済 

しかし、2008 年の時点では、効果的な配送フルフィルメント体制に適合するオンライン

決済システムが足りないことを Nguyenは認識していた。eBayの PayPalあるいは Alibaba

の Alipay のようなオンライン決済システムを自社開発することによってその隙間を埋め

るため、NganLuongが設立された。NganLuongの従業員は始めはわずか 3名だったが、現

在は 80 名を超え、そのうち 15 名がソフトウェアエンジニアである。PeaceSoft の e コ

マースエコシステムの一環として、NganLuong は電子決済を取引および配送フルフィル

決済チャネル オンライン事業者 

オンライン決済－買い手の保護 

その他多数の銀行および金融機関 その他数万のオンライン事業者 
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メントのプロセスに組み込むことができる。  

ベトナムではクレジットカードおよびデビットカードがあまり普及していないため107、

NganLuong は決済ウォレットソリューションを考案し、クレジットおよびデビットカー

ド、銀行振込、携帯電話料金、ATM での支払い等を含む複数の決済方法を提案した。ま

た、ベトナム国立銀行から電子決済に係る必要な許可を得ることは容易ではなかった

が、e コマースに関するベトナムの法令は商業的発展を不当に制限するものではないと

Nguyenは感じている。  

NganLuong は、エスクローサービスも行っている。NganLuong が購入者から資金を預か

り、購入者が購入した商品またはサービスの受領を確認してから、代金を販売者に引き

渡すというサービスである。Nguyen によれば、「エスクローサービスは、これまでにオ

ンライン取引の経験がない初めての購入者の信頼を確保する上で極めて重要である」。

2012年に PeaceSoftは、小売店と消費者の保護を強化するため、Visaの CyberSource決済

管理会社との間で、CyberSource の決済ゲートウェイサービスならびに CyberSource の電

子決済向けの世界的な不正管理ポータルである Decision Managerを導入する契約を締結し

た。小売店がオンライン詐欺を防止する Decision Manager の統合という恩恵を受ける一

方、消費者にとっても、CyberSourceのトークン化サービスが NganLuongに組み込まれ、

取り扱いに慎重を要する消費者決済情報の保護につながるという利点がある108。  

収益と革新 

NganLuongの決済に関する収益源は、主に eコマースの決済事業とゲームおよびデジタル

コンテンツの 2 つである。重要なのは、現在 PeaceSoft のエコシステム内から得られてい

る収益はわずか 30％で、収益の 70％は B2C および C2C サービスを手掛ける独立した店

舗によるものであるということである。NganLuong は、ベトナム国内の 2 万店の店舗、

携帯電話事業者 3社、銀行 24行と接続されている。2014年 12月までに、NganLuongの

利用者数は 300万人、1日当たりの取引件数は 8万件、1カ月当たりの取引額は 3,000万

米ドルに達した。NganLuong は、ベトナム市場向けのモバイル POS およびモバイル決済

プラットフォームの開発を通じて、さらなる革新により、モバイル決済市場に参入しよ

うとしている。オンライン決済がすぐに CoD に取って代わることはないだろうが、

NganLuong をはじめとする革新者は、徐々に消費者と販売者に新たな決済手段を紹介

し、幅広いオンラインサービスに道を開いている。  

Nguyen は、彼が呼ぶところの「デジタル化コマースまたは d コマース」によって、さら

に大きな市場を見据えている。これは、インターネットベースの eコマースから、より伝

統的な商形態のデジタル化へと進化することを意味する。Nguyen によれば、小売市場全

体の規模が年間で 1,100億米ドルなのに対し、eコマースの年間取引額は 7 億米ドルで、

そのわずか 0.6％に過ぎない。  

地域展開 

NganLuong は、ベトナムの購入者、特にゲーム愛好者をターゲットとしたい海外の事業

者を支援してはいるが、現在は国内市場でのみ事業を展開している。例えば、eBay.vn は

国内の C2C 取引および米国からの販売のみをサポートしている。しかし、Nguyen は、

サービスを海外に拡大し、インドネシア、マレーシア、南インドで国境を越えた eコマー

スを対象とするという野心を示している。例えば、MOLが戦略的投資で NganLuongの株

                                                           
107 Ericsson Consumerlab (2014), “Mobile Commerce in Emerging Asia”, 

http://www.ericsson.com/res/docs/2014/consumerlab/m-commerce-asia.pdf  
108 CyberSource (2012), “Vietnam's PeaceSoft Brings Enhanced eCommerce Security to Network of Online Retailers via 

Deal with CyberSource”, http://www.cybersource.com/about/news_and_events/view.php?page_id=2401  

http://www.ericsson.com/res/docs/2014/consumerlab/m-commerce-asia.pdf
http://www.cybersource.com/about/news_and_events/view.php?page_id=2401


 
| アジアにおけるインターネット経済の現状と展望 

 

51 

 

式の 50％を取得したことによって、NganLuong は事実上ジョイントベンチャーになった

が、両社はベトナムおよびマレーシアで提携する可能性が高い。  

要点 

 NganLuong 等の企業は、販売者の現金を e ウォレット口座に移すためのオンライ

ン銀行を運営することによって、従来の決済手段を補完する形で、顧客がモバイ

ル決済等のその他のオンライン決済を試し、信頼するよう促す方法を提案してい

る。  

 NganLuong は、購入者を安心させるためのエスクローサービスを提供し、

CyberSource 等の国際的に認められた安全な決済および不正防止ソリューションを

導入している。オンライン決済システムに支えられたデジタル取引市場の発展を

成功に導くには、信頼の構築が不可欠である。 

 NganLuong の顧客の 35％は携帯電話でアクセスしている。ベトナムのような市場

では、モバイルフレンドリーなプラットフォームの構築が不可欠であり、

PeaceSoft のその他のプラットフォームはすべてモバイルフレンドリーになってい

るため、企業グループおよびサービス全体で相乗効果が生まれている。 

 法令の良し悪しの基準は、明確性と透明性である。ベトナムではどちらも保証さ

れていないが、政府の政策でデジタル経済の基盤の拡大に向けた主要セクターと

して eコマースの成長を促進しなければならないことは事実である。  
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ベトナムにおける eラーニング 

デジタル経済は、デジタル商品および

サービスを設計、開発、生産し、コミュ

ニティーに提供するのに必要なスキルを

備えた人々の知識を基盤とする経済であ

る。e ラーニングは、この変革における直

接的なつながりの一つとなる。オンライ

ン学習が極めて建設的な役割を果たす可

能性のある分野として、専門家および実

地訓練の提供が挙げられる。例えば、ベ

トナム投資開発銀行で働く Nguyen Thi 

Thanh Hoaは、銀行決済に関する eラーニ

ングコースは従来のコースの何分の 1 か

の費用で都合の良い時に柔軟に学習でき

ると Xinhuaに語っている。  

「コースは 3カ月間で、従来の同じよ

うな訓練コースに比べて 10分の 1の

費用で済む。私が支払わなければなら

ないのは 40万ベトナムドン（20米ド

ル）だが、従来のコースであれば 400

万ベトナムドン（200 米ドル）かかる」

と、Hoaは述べている109。 

eラーニングの世界市場は、約 300億米ド

ルの規模を持つ。ベトナムでは e ラーニ

ングは緒についたばかりで、2013 年の市

場規模は約 5,000万米ドルだったと推定さ

れるが、年間 40％以上成長し、2014 年に

は 300万人から 500万人のベトナム人が e

ラーニングコースを受講したとみられる
110。e ラーニング製品の収益で見れば、ア

ジアは eラーニングの世界第 2位の市場で

                                                           
109 L. Phuong (2014), “Feature: E-learning Market in 

Vietnam Still Untapped”, 

http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-

09/12/c_133638455.htm  
110 L. Phuong (2014), “Feature: E-learning Market in 

Vietnam Still Untapped”, 

http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-

09/12/c_133638455.htm 

あるため、これは想定外のことではない
111。  

ベトナムにおける e ラーニングへの投資

は、2011 年に大学入試向けの英語の訓練

と練習という 2 つの分野で始まり、現在

急速に拡大している。全国 29,500 校の

2,600 万人の生徒と教師に無料インター

ネットアクセスが提供され、政府と通信

事業者である Viettel との契約に基づき、

電子書籍、e スクール、e ラーニングを含

む ICT アプリケーションが配布されてい

る112。学校内では、政府は PreK-12（初

等・中等教育）学校向けの英語学習の開

発に重点を置き、タイに拠点を置く

LiveABC Interactive Corporationによって開

発された LiveABC 英語学習ソフトウェア

100 万コピーのライセンス提供を行ってい

る113。 

                                                           
111 Ambient Insight (2014), “The 2013-2018 Asia Self-

paced eLearning Market”, 

http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/A

mbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-

Market-Executive-Overview.pdf  
112 Ambient Insight (2014), “The 2013-2018 Asia Self-

paced eLearning Market”, 

http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/A

mbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-

Market-Executive-Overview.pdf  
113 Ambient Insight (2014), “The 2013-2018 Asia Self-

paced eLearning Market”, 

http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/A

mbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-

Market-Executive-Overview.pdf  

http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-09/12/c_133638455.htm
http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-09/12/c_133638455.htm
http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-09/12/c_133638455.htm
http://news.xinhuanet.com/english/sci/2014-09/12/c_133638455.htm
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
http://www.ambientinsight.com/Resources/Documents/AmbientInsight-2013-2018-Asia-Self-paced-eLearning-Market-Executive-Overview.pdf
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事例：GiapSchool 

元化学研究者である Giap van Duong博士は、2013 年にシンガポール国立大学を退職した

後、ベトナムに帰国し、自らの知識を頼りに私費を投じてオンライン教育プラット

フォームを構築した。彼は先駆者である。「ベトナムにも eラーニングプラットフォーム

はあるが、それらはどれも初期段階である」。Giap 博士は当初、科学および技術書籍の

英語からベトナム語への翻訳を行っていたが、大規模オープンオンライン講座

（MOOC）の世界的なブームを受け、GiapSchoolを設立することにした114。GiapSchoolは

2013年 8月 31日に、Courseraや Khan Academyのような世界的な MOOCと同様のベトナ

ム語のMOOCとして正式に開校した。  

GiapSchool で提供されるコースは、学術英語、数学、マクロ経済等の主要科目から、コ

ミュニケーションをはじめとするソフトスキルやその他多数の科目まで多岐に渡る。

コースは幅広い年齢を対象とし、初等学校から高等教育までさまざまな教育水準に対応

する。美術等のその他の科目に関しては、Giap 博士が採用した 100 人の講師が進んで教

材やオンライン講義の提供を行っている。  

 

GiapSchool は社会的事業として、無料でコースを提供しており、コンピューター、タブ

レット、スマートフォンを含むさまざまなデバイスを通じてアクセスできる。受講登録

した生徒は、講義を聞き、演習を完了し、試験を受け、グループディスカッションに参

加し、講師と話をすることができる。ベトナムにおけるその他の eラーニングの形態とは

異なり、GiapSchoolは生徒に他の生徒や講師と交流する機会を提供する。それがこれまで

の eラーニングベンチャーに欠けていたことであり、重要なポイントである。彼の見解で

は、「企業の専門家訓練という一部の小規模な部門を除き、e ラーニングは世界中で失敗

している……。皮肉なことに、e ラーニングの失敗の原因は e ティーチングである。私た

ちはオンラインでの効果的な教授法を知らないのである」。最大の課題は、生徒がコー

スを継続するよう働きかけることだ。Giap 博士は、VNS の他のインタビューで韓国とシ

ンガポールの事例を引用し、革新には企業と大学、研究機関の密接な関係が必要だと述

                                                           
114 H. Pham (2013), “Research Chemist Launches Vietnam’s First MOOCs Site”, 

http://www.universityworldnews.com/article.php?story=20130918163502988  

http://www.universityworldnews.com/article.php?story=20130918163502988
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べた115。 

Quipper School のマーケティング・ディレクターである本間拓也が指摘するように、東南

アジアは (i) モバイルファーストの成長、(ii) 私物端末の業務利用（BYOD）、(iii) 試験対

策という 3 つの主な要因により、モバイルラーニングで世界をリードしている 116。

GiapSchoolはモバイルラーニングに向けた現在のこの流れの一部であり、GiapSchoolが提

供するコースは、ベトナムにおけるスマートフォンの利用拡大に対応するため、すべて

モバイルフレンドリーになっている。  

GiapSchoolは、地方の教育システムを混乱させる、あるいは教師を追い出し、雇用に影響

を与えるためではなく、既存のコースを補完し、その他の方法を利用する金銭的余裕の

ない人々に学習の場を提供するために設立された。GiapSchoolは外部機関の認定を受けて

おらず、Giap 博士によれば、「MOOC は生徒に修了証を発行していない。学びたいすべ

ての人に門戸が開かれているだけだ」117。しかし、修了証を取得できないにもかかわら

ず、2013年 9月に行われた「コミュニケーションの理解」に関する最初の講義には 1,300

名の大学生と高校生が登録した。英語で行われる国際的な MOOC のコースを受講する自

信があまりない生徒が多いのではないかという理由から、GiapSchoolはさまざまなコース

をベトナム語で行うことをベトナム人学生に訴えた。  

GiapSchool は現在無料で提供されており、Giap 博士がホスティング、帯域幅、CPU 時間

を含むメンテナンス費用をすべて自ら負担している。彼は教室での教育との連携に好機

を見出しているが、「最初から約束していた通り、GiapSchoolは今後も無料である。ただ

し、何らかの資金調達の方法を探らなければならないため、永遠に広告がないままにで

きるかは分からない」。持続的なビジネスモデルの模索は今後の問題として、現在の問

題は需要である。しかし、わずか数カ月後に「約 1万人の生徒が登録した」  

要点 

 MOOC には生徒とスキルを高めたい従業員の両方から大きな需要がある。無料の

コースは当然魅力的だが、新たな事例（ベトナム投資銀行等）によって商業的な

可能性が示唆されている。 

 GiapSchool は、質の高い教材を作成できる専門家を巻き込み、パソコン、タブ

レット、フィーチャーフォン、スマートフォンを含む複数のデバイスからアクセ

スできるようにしたことによって成功した。  

 GiapSchool のコースは認定を受けていない。これによって従業員は独学の機会を

与えられ、雇用者は実地でそれを評価できる。それは実際に、学習の役割が実地

のスキルと経験およびその人の職業人生を通したスキル向上の機会と可能性に対

する急速に変化するニーズにより適したものに変化する可能性を高めている。 

                                                           
115 Viet Nam News (2014), “Innovation Key to National Development”, http://vietnamnews.vn/economy/255084/innovation-

key-to-national-development.html  
116 T.R. Husada (2015), “Why Southeast Asia is the next hotbed for mobile education”, https://www.techinasia.com/mobile-

learning-in-south-east-asia/  
117 Info.vn News (2013), “First Model of Online Study Launched in Vietnam”, http://news.com.vn/science-and-

education/faculty/119775-first-model-of-online-study-launched-in-vietnam.html  

http://vietnamnews.vn/economy/255084/innovation-key-to-national-development.html
http://vietnamnews.vn/economy/255084/innovation-key-to-national-development.html
https://www.techinasia.com/mobile-learning-in-south-east-asia/
https://www.techinasia.com/mobile-learning-in-south-east-asia/
http://news.com.vn/science-and-education/faculty/119775-first-model-of-online-study-launched-in-vietnam.html
http://news.com.vn/science-and-education/faculty/119775-first-model-of-online-study-launched-in-vietnam.html
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提言 

1. e コマースに関連する法令は、この

セクターの発展を促すことを目的と

しているが、特に海外提携先および

投資家が関連する場合において、e

コマース企業の義務および責任は依

然として明確になっていない。この

問題は、コンテンツおよびソーシャ

ルメディアに関連する分野で最も深

刻だろう。当局は産業界とできる限

り密接に連携し、透明性の確保と投

資家の規制リスクの回避に努めるべ

きである。 

2. 電子決済等の経済的戦略分野に関す

る規制や許可が厳格なのは望ましい

ことだが、申請、評価、許可の発行、

承認、登録のビジネスプロセスは、

できる限り効率的かつ透明にすべき

である。政府は事業の一環としてイ

ンターネットの導入を希望する企業

に対する制限を緩和すべく規制を改

正すること、および曖昧さを解消し、

あらゆる企業にインターネットの活

用を促すことによって、そのプロセ

スを支援できる。 

3. e コマースやオンライン教育等、具

体的に特定のセクターを対象にして

いない場合であっても、制限的なイ

ンターネット政策は、デジタル経済

全体の成長と革新を抑制する効果を

持つ。どのようなインターネット

サービスに対する規制も、業界に

とっては政府が向かっている方向に

対する否定的なシグナルとなり、イ

ンターネットの利用に向けた投資が

将来制限の対象となるのではないか

という不安と懸念を抱かせるだけで

ある。政府は、それらの規制がデジ

タル経済のその他のセクターには波

及しないこと、ならびに将来すべて

の制限的規制を緩和するため、産業

界との公開審議および取り決めに応

じる姿勢があることを確信させる必

要がある。 

4. ベトナムは、計画力がないわけでは

ないが、特に情報管理システム、ビ

ジネスプロセス、クラウドおよびオ

ンライン管理等のサイバー資源の活

用に最も密接に関連するスキルや知

識に関して、人材の能力開発がまだ

初期段階にある。意識の向上とそれ

らの知識の開発およびスキルの習得

を国家の経済および産業における優

先課題に含めるべきである。オンラ

イン e ラーニングは、さらなる支援

および促進を必要とする極めて重要

な分野の一つである。 

5. ソフトウェア開発スキル分野の雇用

創出に向けた総合大学・単科大学と

産業界との密接なつながりは、政策

の優先課題の上位に掲げるべき分野

である。 
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結論 

デジタル経済における重要性を踏まえれ

ば、インターネットおよびそれに向けた

政策は、それ自身の範囲に留まるセク

ターとして分離して考えるべきではなく、

その横断的な役割にこそ注目すべきであ

る。これが最も明確になるのは、ネット

ワークが相互に連結し、インターネット

の n 対 n の原則に匹敵するだけでなく、

それらのプラットフォームおよびオペ

レーティングシステムが相互運用可能に

なり、アプリケーションやコンテンツが

複数のデバイスやネットワークで共有さ

れ、利用されるようになったときである。

これが「コネクテッド」デジタル経済の

神髄である。これらの原則を e ヘルス、e

教育、e コマースの分野に応用していくこ

とが、完全なデザタル社会に通じる道な

のである。 

インターネットの完全な普及が、デジタ

ル経済を支える基盤となる。発展途上国

では、たいていの場合、ワイヤレスモバ

イルデバイスがその手段となるため、特

にバックボーンおよびモバイルネット

ワークをはじめとするネットワークを国

内に普及することを重要な政策目標とし

なければならない。先進国のオンライン

デジタルサービスがもともとは固定回線

ネットワークを通じて発展し、その後 3G

の登場によってモバイルに適応したのに

対し、発展途上国では、モバイルネット

ワークおよびプラットフォームの利用が

極めて刺激的かつ革新的なオンライン

サービス、アプリケーション、コンテン

ツを促進している。さらに、インド、イ

ンドネシア、ベトナム等の国々で 3Gおよ

び現在は 4Gネットワークの利用が広まる

につれ、「グローバル化」の機会が開か

れつつある。   

調査対象となった 5 市場のそれぞれから、

これに関して否定的または肯定的な例が

得られた。実際に対象 5 カ国のすべての

事例研究において、進展と制約の両方が

存在することが確認された。インター

ネット経済およびデジタル経済に向けた

移行を推進する政策が、その進行を遅ら

せたり妨げたりする法令や手続きと衝突

することも少なくなかった。もちろん、

それらの霜害が緩和あるいは解消された

ときには、革新に向けて時間、資金、精

力を積極的に投じる企業家、スタート

アップ、新規参入者が必ず登場した。 

大成功を収め、世界に進出した企業もあ

る。国内市場のデジタル環境を変化させ

ている企業もあれば、いまだにこれまで

満たされていなかった主要なニーズに対

応している企業もある。適切なモデルを

見つけようと努力している企業もあれば、

伝統的な産業の辺縁で実験を行っている

企業もある。共通しているのは、限られ

た利用から解放されたインターネットが

伝統的な経済と社会を変革しようとして

いることである。本研究で取り上げたイ

ンド、インドネシア、ベトナムの 3 つの

発展途上国には、日本や韓国のような完

全なデジタル経済および社会に移行する

能力がある。もちろん、そこに到達する

には、各発展途上市場がインターネット

へのアクセスを可能にするインフラスト

ラクチャーを備えなければならない。そ

して、これが注力および優先すべき課題

である。しかし、これはもはや「build it 

and they will come」（作れば客は来る）モ

デルではない。現在、人々、コミュニ
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ティー、経済にはすでにサービスと機会

が用意されており、必要な接続性を促進

する方法を探る準備ができていることが

多い。 
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提言 

1. ビジョンを持つ：デジタル経済は、

完全な「コネクテッド」経済で、手頃な

価格のユビキタスなインターネットアク

セスによって実現される。したがって、

デジタル経済への進展には、政府がデジ

タルの発展に向けた明確なビジョンを表

明するとともに、国家が優先して実行お

よび実現する分野を同様に明確化するこ

とが必要である。 

2. 透明性：投資を呼び込み、企業家

精神を促進する環境を構築することを目

的とした政府の政策は透明で一貫性があ

り、予測可能でなければならず、またそ

れらは技術、安全性、セキュリティーの

しかるべき基準を奨励するものでなけれ

ばならない。 

3. 規制の調和：デジタル経済の主な

利点は地元中小企業が世界市場にアクセ

スできる点であるとの認識に立ち、政府

は決済、セキュリティー、消費者保護等

の分野における各地域の規制がその他の

地方経済および貿易相手の規制に適合す

るようにする必要がある。調和に向けた

取り組みは、地元企業が規模を拡大する

のを可能にするだけでなく、地域市場へ

の投資を促進する。 

4. デジタルエコシステムの構築：デ

ジタル経済の完全な発展は、配送、運営、

設計スキル等の補助セクターの創出を含

む、国内のデジタルエコシステムの出現

を伴う。 

5. 生涯にわたる能力開発：デジタル

経済の恩恵を十分かつ継続的に実現しよ

うと思えば、人材への柔軟な取り組みが

欠かせない。インターネットがオンライ

ンでインタラクティブに提供できるもの

を踏まえ、正規の教育と実地でのスキル

および知識の訓練の両方を定期的に見直

し、推進することが必要である。 

6. ビジネスプロセスの簡略化：特に

スタートアップについては、デジタル経

済が普及する場合、発展途上国を中心に

事業コストが高止まりする原因となって

いる手続きを見直し、それに対応するこ

とが根本的に重要である。デジタルテク

ノロジーの利用を拡大することと、事業

の申請、承認、決済、登録に係るプロセ

スを合理化することを優先目標とすべき

である。 

7. 予期せぬ影響の最小化：行き過ぎ

た規制は、インターネット経済における

投資と革新を抑制する効果をもたらす可

能性がある。国家セキュリティーまたは

消費者保護に関して規制が必要な場合は、

「スマート」な規制にすべきであり、不

安や予期せぬ悪影響をもたらすもので

あってはならない。 

8. 産業界との協議および関わり：例

えば、農業、健康、教育サービス等、イ

ンターネットが多数のセクターにわたっ

てもたらす影響を理解した上で、政府は 2

つの方法で産業界に直接的に関与すべき

である。1 つ目は、国家政策の策定プロセ

スを支援し、それに関する情報をしっか

りと提供することによって、デジタル社

会の構築に向けた包括的なアプローチを

強化することである。2 つ目は、相互運用

性、安全およびセキュリティー、社会的

保護のための行動規範に関して、業界基

準の導入の拡大を促すことである。 
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補遺 

パートナー 

  

NASSCOM は、インドの IT-BPM セクターにおける業界団体である。業界からの資金提供

によって設立された非営利団体である同協会は、インドで成長主導の持続的なテクノロジー

およびビジネスサービスセクターを構築することを目的としている。 

NASSCOM は 1988 年に設立された。会員企業は年を追うごとに増加し、現在は 1,400 社を

数える。会員企業が業界の収益全体の 95％を占めていることから、同協会は国内外におけ

るセクターの強化に向けた取り組みおよび計画の先頭に立っている。 

NASSCOM の会員企業は、新しい世界的経済に積極的に参加しており、その革新的な事業

慣行、社会的取り組み、新たな機会の推進は、高く評価されている。 

www.nasscom.in  

 

  

インドネシア電子商取引協会（IDEA - Indonesian E-Commerce Association）は、インドネ

シアの eコマース業界の代弁者である。インドネシアでは eコマースが急速に成長し、eコ

マース企業と政府を含む業界パートナーとの対話を促進する必要が生じている。idEA は、

業界の利益に関わる規制では政府、そして業界のエコシステムにおいて重要になっているそ

の他の組織との継続的な架け橋となっている。 

www.idea.or.id  

 

    

国際大学グローバル・コミュニケーション・センター（GLOCOM）は、1991年に国際大学

付属研究機関として設立された。 

 所長：庄野次郎 

 主な事業：委託研究、共同研究、研究セミナー、会員事業等 

 総研究員数：135人（2014年 4月 1日現在） 

www.glocom.ac.jp  

  

http://www.nasscom.in/
http://www.idea.or.id/
http://www.glocom.ac.jp/
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韓国社会の未来を担うのは、無限の可能性を持つ若者である。峨山ナヌム財団は、その若

き情熱とエネルギーが社会を前進させると信じている。 

峨山はかつて、「不可能なことはないと信じれば、どんなことでも実現できる」と述べた。

峨山が示した指針は、現代の若者にも当てはまると考える。 

峨山ナヌム財団は、夢を見る情熱、創造へのチャレンジ、責任の共有という峨山のたゆみな

い精神と決意を現代の若者と共有しようと努めている。  

峨山ナヌム財団は、会員がその能力を最大限に発揮できる開けた社会を目指している。  

www.asan-nanum.org  

 

  

ベトナム商工会議所（VCCI）は、ベトナムのあらゆる経済セクターに属する事業団体、雇

用者、事業組合を集め、代表する国家組織である。VCCI の目的は、企業を支援すること、

国家の社会経済的発展に貢献すること、ベトナムと世界の他の国々との平等と相互利益に基

づく経済的、商業的、技術的協力を推し進めることである。VCCI は、独立した非政府の非

営利団体であり、法人の地位を有し、財政的に自立して活動している。  

www.vcci.com.vn  

 

http://www.asan-nanum.org/
http://www.vcci.com.vn/


 
  

 

 


